
 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺市国土強靭化地域計画 

【平成 29 年度・平成 30 年度進捗状況】 
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 はじめに  

○「堺市国土強靭化地域計画」は、国土強靭化基本法の趣旨を踏まえ、大規模自然災害が発生して

も「致命的な被害を負わない強さ＝災害に強い堺市」と「速やかに回復するしなやかさ＝災害か

ら素早く立ち直る堺市」をつくることを目標に「強靭な堺市」をつくりあげるための取組をまと

めた計画で、平成 29年 2月に策定しました。 

〇「堺市国土強靭化地域計画」の策定にあたっては、平成 22 年 9 月に策定した「堺市地震防災

アクションプラン」の理念や施策を継承するとともに、東日本大震災や熊本地震の教訓を踏ま

えた再点検を行い、本計画に位置づけしました。 

○ 本計画では、「計画の推進と見直し」として、進捗状況を「堺市防災対策推進本部会議」におい

て点検を行い、毎年度、PDCA サイクルに基づき、必要に応じて取組の見直しを行うこととし

ています。 

○ 平成３０年度は、「起こしてはならない最悪の事態」の２５項目にある主な施策に６つの取組

（添付資料：平成３１年３月末時点の進捗状況◇の取組）を追加し、新しい取組を進めていま

す。 

○ 今回は、平成３１年３月時点の各施策の進捗状況を評価するものです。 

 

 堺市国土強靭化地域計画の進捗について  

〇 国の「国土強靭化アクションプラン」の統合進捗指数による管理方法を導入し、本計画の全124

の施策について進捗を客観的に把握し、25の「起こしてはならない最悪の事態ごと」に集約し

たものを「統合進捗指数」として評価しました。また、本計画を策定した際に「具体的な取組」

として抜粋した主な施策について、取組内容をまとめています。 

○ 下記のとおり、本計画の進捗を評価するための指数を算出しました。今回の調査年度は、本計

画の策定（平成２９年２月）から平成 3１年３月の期間です。 

 

  統合進捗指数（整備率、耐震化率、業務実施回数、訓練実施回数等） 

◇統合進捗指数（IPI）＝ 現状の達成度（IPI①）＋ 調査年度内の進捗率（IPI②） 

  ア、現状の達成度（IPI①）＝現状／目標値×100×1/2 

※目標に対し、「現在、取組がどこまで進んでいるか」を示す指数 

  イ、調査年度内の進捗率（IPI②）＝（今年度－初期値／目標値－初期値）×100×1/2 

    ※目標に対し、「調査年度内に、どれだけ取組を進められたか」を示す指数 

・統合進捗指数は、現状の達成度（50）と調査年度内の進捗率（50）を同等に評価し、 

 計画期間内に目標が達成されれば、100となるように設定されています。 

   

【評価】 

○ 今回の評価（進捗状況一覧表）では、調査年度内の進捗率 IPI②（計画期間内の達成度）の数値

は、平成２９年度は１３～５０、平成３０年度は２５～５０で、各項目の進捗に差はあるもの

の、着実に施策が進んでおり、主な施策のうち、平成３０年度末までに５つの取組が完了となり

ました。（平成３１年３月末時点の進捗状況の●の取組） 

 

○ 現状の達成度（IPI①）は、完了値 50で全体の平均が４４、統合進捗指数（IPI）は、完了値 100

で平均は８１となっており、目標達成に向けて概ね順調に進んでいます 

 



 今後の取組  

○ 今回の進捗管理結果を基に、「堺市防災対策推進本部会議」において、各施策を個別に点検し、

昨年度に引き続き、統合進捗指数（IPI）の低いものについては、目標達成のための取組強化を

図ります。 

○ 本計画策定後、平成 29年九州北部豪雨や、本市にも土砂災害被害をもたらせた平成 29年台

風２１号、平成 30 年７月豪雨、本市では暴風による甚大な被害となった平成 30 年台風２１

号など、全国各地そして、本市においても、風水害による大きな災害が頻発し、被害が発生し

ました。 

○ 現在、本計画の対象リスクは、本市に甚大な影響を及ぼすことが懸念されている上町断層帯地

震、南海トラフ巨大地震となっていますが、近年の全国や本市の風水害被害を踏まえ、大和川

の氾濫をはじめとする河川氾濫、土砂災害また、今年度公表が予定されている高潮による浸水

想定についても自然災害リスクとして追加し、本市における「起こしてはならない最悪の事態

と脆弱性評価」の見直しが必要です。 

○ 国においても、平成 30年 12月、大阪府北部を震源とする地震や北海道胆振東部地震などの

教訓及びこれまでの社会情勢の変化や計画の進捗状況を踏まえ、国土強靭化基本計画が見直さ

れました。 

○ 本市においても、本計画の取組の進捗状況等を勘案し、修正すべき施策や新たに取り組む必要

のある施策を再点検し、本計画策定後５年となる令和２年度に本計画の見直しを行うため、今

年度より検討を進めます。 
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平成 30 年度 取組内容 

  



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 １ 人命の保護が最大限図られる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

１－１ 民間建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①住宅の耐震化の促進【建築都市局】 

耐震改修補助金制度の継続及び拡充の検討などの費

用軽減策やライフステージの変化に合わせた改修や

空家活用支援策と連携した耐震改修の促進をはじ

め、安心できる設計と確実な改修工事が実施される

審査検査体制の整備、分譲マンションの耐震性能確

認と耐震改修を進めます。加えて、新築や建替え、除

却も踏まえ、住宅行政や建築行政全般及び様々な施

策と共に耐震化率を共通目標にして、耐震化の推進

に取り組みます。 

 ○耐震改修を行う所有者に費用の一部を補助する

ことにより、耐震改修工事を促進した。 

◇平成 30 年度より、危険なブロック塀の撤去等へ

の補助を実施しており、平成 30 年度は撤去補助

33 件、撤去後のフェンス新設補助 12 件であった。 

 

▶住宅の耐震化率 78.7%（H27）⇒95%（R7） 

※次回実績値算出時期は R2 

 

   

⑧建築物の防火改修の促進【建築都市局】 

建築物の耐震改修工事と同時に防火改修工事を行う

住宅に対して、工事費用の補助を行います。 

 

 

 ○準防火地域内における既存住宅の防火断熱改修

工事に要する費用の一部を補助することにより、

倒れにくく燃えにくいまちづくりを促進した。 

○平成 28 年度より、耐震改修と同時に行う防火断

熱改修については、防火断熱同時実施型耐震改修

工事として申請可能となり、見積もり等事務負担

の軽減に取り組んでいる。 

○平成 30 年度の実績は 2 件であった。 

   

⑫特別警戒区域内の住宅除却費用や区域外移転の支

援【建築都市局】 

土砂災害特別警戒区域内に指定前から存在する建築

物に対し、所有者が除却・移転等を実施する費用の一

部について補助を行います。 

 ○土砂災害警戒区域内に指定前から存在する建築

物に対し、所有者が除却・移転等を実施する費用

の一部について補助を行った。 

 

   

⑬建造物、美術工芸品保存施設の耐震化促進【文化観

光局】 

文化財を災害から保護するため、所有者や国、大阪府

と連携して、防災意識の高揚や防災設備等の整備を

図ります。 

 ○市指定有形文化財の防災設備（自動火災報知設

備）設置に係る補助事業を推進した。 

○定期的な文化財パトロールを実施したほか、必要

に応じて（風水害時等）文化財各所のパトロール

を実施した。 

 

▶文化財パトロール 11 回（H30）目標 36 回 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 １ 人命の保護が最大限図られる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

１－２ 大規模津波による死者の発生 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①津波ハザードマップによる周知【危機管理室、区役

所】 

南海トラフ巨大地震による津波浸水想定や避難方

法、事前準備（避難経路・目標の確認）を分かりやす

く市民に伝えるため、津波ハザードマップを作成し、

市民に広く周知します。 

 ○日常的に津波ハザードマップを掲載した区別防

災マップを市政情報センターや各区市政情報コ

ーナーで配架するだけでなく、民間企業の防災イ

ベントや訓練の場において、直接市民に説明する

場を設け、周知を図った。 

 

▶区別防災マップによる周知 H29 年度全戸配布 

※内容更新時に全戸配布 

   

②津波率先避難等協力事業所の登録推進【危機管理

室】 

より多くの市民の早期避難行動につなげるため、事

業所の従業員等が発災時に津波に関する正確な情報

入手と的確で迅速な避難行動を率先して行い、周辺

住民や避難経路沿道の市民へ避難行動を呼びかける

津波率先避難等協力事業所の登録を促進します。 

 ○平成 30 年度は新たに 1 つの事業所の登録を行っ

た。また、地域住民との関わりを持ってもらうた

め、津波避難訓練にも参加してもらった。 

 

▶登録事業所数 136 事業所（H27） 

⇒142 事業所（H30）⇒170 事業所（R2） 

   

③津波避難ビルの指定及び周知【危機管理室】 

災害時要援護者や避難が遅れた方が緊急一時的に避

難するための建物を津波避難ビルとして指定し、ホ

ームページや津波ハザードマップ等を活用して市民

への周知を進めます。 

 ○平成 30 年度は新たに 3 施設を「津波避難ビル」

として指定した。平成 30 年度末時点で 141 施設

を指定し、区別防災マップやホームページへの掲

載を行い、周知した。 

 

▶津波避難ビル指定数   

138 施設（H27）⇒141 施設（H30） 

▶区別防災マップによる周知 H29 年度全戸配布 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ２ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、交通ネットワーク等を確保するとともに、早期復旧を図る  

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

２－１ 土木施設、ライフライン等の都市基盤施設の甚大な被害の発生 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業の推進【建

設局】 

緊急交通路等に関係する重要橋りょう 150 橋につい

て、耐震化を推進します。 

 ○平成 30 年度末までに重要橋りょう 150 橋のうち

135 橋の耐震化が完了し、耐震化率は 90%となっ

た。 

 

▶150 橋耐震化率 

71%（H27）⇒ 90%（H30）⇒100%（R2） 

   

④道路の新設、改良、拡幅【建設局】 

道路は交通機能ばかりでなく電気・ガス・上下水道等

の供給処理施設の収容機能、日照・通風・樹木等景観

等の環境機能、消防活動の円滑化や延焼防止の防災

機能等の諸機能を併せ持った最も基本的な都市基盤

となる公共施設です。必要な道路の新設、既設道路の

改良（拡幅・歩道設置等）、道路のバリアフリー化の

整備を計画的に行うことにより、平常時、災害時にお

ける市民の安全を確保するとともに、全ての人や自

転車、車が安全で円滑に利用できる道路の整備を推

進します。また、電柱等の倒壊による道路の寸断を防

止するため、無電柱化を同時に推進します。 

 ○必要な道路の新設・既設道路の改良 

市民からの要望に基づき、生活道路の新設、改良、

拡幅を行う事業であり、関係者と協議をし、順次

事業を実施した。 

○道路のバリアフリー化整備 

バリアフリー法に基づく、堺市バリアフリー道路

特定事業計画により、令和 2 年度末までに市内の

重点整備地区における特定道路（L=47.8 ㎞）の整

備を完了すべく、工事を実施した。 

   

⑦鉄道橋りょうの耐震強化の促進【建築都市局】 

南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に、交通機能

が寸断されないよう、緊急交通路と交差する鉄道橋

りょうの橋脚の耐震化を促進します。 

 ●南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に交通機

関が寸断されないよう、緊急交通路と交差する鉄

道橋りょうの橋脚の耐震化を促進し、平成 28 年

3 月に事業を完了した。 

   

⑨ライフライン事業者との連携【危機管理室】 

ライフラインの災害時における被害拡大防止、安定

供給及び迅速な応急復旧を行うため、平常時からガ

ス、電気、通信等のライフラインを管理する各事業者

との情報交換や連携を進めます。 

 ○ガス、電気、通信等のライフライン事業者と定期

的に意見交換を行うとともに、堺市総合防災訓練

の一部としてライフライン事業者によるライフ

ライン復旧訓練を実施するなど、連携を進めた。 

○平成 30 年度台風 21 号により発生した大規模停

電を受け、電力の配電システム等について、事業

者や国に対して強靭化を要請した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ２ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、交通ネットワーク等を確保するとともに、早期復旧を図る  

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

２－２ 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

 

 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①配水池の耐震補強の推進【上下水道局】 

災害時における応急給水の確保及び、水道システム

の中枢としての機能確保のため、配水池の耐震補強

を実施します。また、耐震補強が困難な施設では更新

を行います。 

 

 

 

 ○配水池の耐震化工事を計画的に実施した。1 池で

運用している配水池を 2 池化することにより、安

定給水の強化を行う。配水池に緊急遮断弁及び、応

急給水施設を設置することにより、災害時におけ

る応急給水の確保を図る。 

○平成 30 年度は以下の工事を実施した。 

 ・岩室高地配水池 超高地配水池築造工事 

  （H28～R1 完了） 

 ・桃山台配水場受水池 目地耐震補強工事 

  （H29～H30 完了） 

 

▶配水池の耐震化率          

75%（H27）⇒77%（H30）⇒88%（R7） 

   

②上水道の耐震管路網の整備【上下水道局】 

災害時の管路破損等を防止し、給水機能を確保する

ために、経年劣化した配水支管（Φ300 ㎜以下）を 22

㎞/年更新、耐震化し、幹線管（Φ350 ㎜以上）は、

管体腐食度進行度評価等に基づき計画的に更新する

ことで、平成 37 年度末の管路耐震化率は 33.8%をめ

ざします。 

 ○災害時の管路破損等を防止し、給水機能を確保す

るために、平成 30 年度は、経年劣化した配水支

管を、20.8 ㎞更新した（4.7 ㎞（H29 繰越）+16.1

㎞（H30））。なお、水道幹線管路腐食進行度評価

結果に基づき、幹線管を 7.0 ㎞更新した（1.0 ㎞

（H29 繰越）+6.0 ㎞（H30））。 

 

▶全水道管路耐震化率 

22.8%（H27）⇒26.5%（H30）⇒33.8%（R7） 

   

④管路の多重化等のバックアップ機能の強化【上下

水道局】 

管路更新の時には、ループ化や他の系統からの応援

給水を考慮し整備を行うことや災害等の緊急時に隣

接市から応援給水が可能な緊急連絡管の整備を進め

ることで、バックアップ機能を強化します。 

 

 

 ○近隣事業体の水道管と本市水道管を連絡管で接続

し、水道施設損傷等事故時に水道水を融通できる

ように進めている。 

 

▶緊急連絡管整備箇所数 

 9 ヶ所（H27）⇒12 ヶ所（H29）⇒15 ヶ所（R7） 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

⑨送水管、配水幹線管へのあんしん給水栓の維持管

理等【上下水道局】 

災害時に管路が被害を受け給水機能が停止したとき

に、その復旧までの間比較的被害を受けにくい大口

径管路を利用して、市民に生活用・医療用の緊急用水

を供給する施設である、あんしん給水栓について、維

持管理を継続的に行います。また、災害時に応急給水

活動を円滑に実施するために、給水拠点を整備しま

す。 

 ○給水拠点の整備 

 災害時に応急給水可能な応急給水拠点を整備す

るもの。 

 令和元年度以下の給水拠点（基地）を運用する。 

 ・企業団の通水（6 ヶ所） 

 ・御池台送水管（2 ヶ所） 

 ・岩室高地配水池（1 ヶ所） 

○あんしん給水栓の維持管理 

堺市内のあんしん給水栓 46 基（堺市設置 12 基、

大阪広域水道企業団設置 34 基）の点検を計画的

に実施した。点検内容は設備の環境調査のほか、

給水口から出る水の残留塩素濃度の確認等を行

っている。 

 平成 30 年度は 18 基（堺市設置 6 基、大阪広域水

道企業団設置 12 基）の点検を実施した。 

 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ２ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、交通ネットワーク等を確保するとともに、早期復旧を図る  

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

２－３ 下水道施設等の長期間にわたる機能停止 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①下水道建設構造物の改築・更新時の耐震診断・補強

【上下水道局】 

既存の下水処理場・下水ポンプ場に対して耐震診断

を行い、耐震性能を把握するとともに、大規模な地震

に耐え得る耐震性能を保持していない主要な施設に

対して耐震補強を実施します。 

 

 

 

 ○既存の水再生センター・ポンプ場において、耐震

診断を実施し、耐震性能を把握するとともに、大

規模な地震および津波に耐えうる耐震性能を確

保していない主要な施設に対し、耐震化を推進し

ている。 

・泉北水再生センター1 系機械棟耐震補強工事【完

成】 

 

▶耐震化率（処理場・ポンプ場の建築物）  

77.3%（H27）⇒97.6%（H30）⇒100%（H30） 

※今年度中に達成予定 

   

②下水道処理施設の設備類の耐震化【上下水道局】 

被災時においても施設の機能を保持できるように、

改築更新事業に併せて設備類の耐震化を推進しま

す。 

 ●下水道処理施設の設備類の耐震化については、平

成 27 年度以前から実施しており、現在耐震化は

完了している。 

 

   

③既設下水管の耐震補強【上下水道局】 

大規模地震により管路施設の機能が損壊されると汚

水、雨水が市街地内に滞留し、都市機能や環境衛生に

大きな打撃を与えることがあります。そのため、災害

時においても公衆衛生の保全、浸水被害の防除、トイ

レの使用の確保、応急対策活動の確保という下水道

が最低限有すべき機能が確保できるよう既設下水管

の耐震補強を実施します。 

 ○平成 30 年度実績 

 （工事）耐震化工事  2 件 

 

▶重要な管きょ耐震対策率         

79.5%（H27）⇒99.6%（H30）⇒100%（R1） 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ３ 消火・救助・医療活動等が迅速に行われる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

３－１ 自衛隊、警察、消防等の被災等による消火・救助・救急活動等の絶対的不足 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①（仮称）堺市総合防災センターの整備【消防局、危

機管理室】 

本市内陸地域の防災拠点として、消防職員や消防団

員の災害対応能力を向上するための高度訓練施設機

能、自主防災組織や小中学生等の市民の訓練・啓発機

能、災害用備蓄倉庫、災害時における緊急消防援助隊

等の活動拠点や支援物資の配送拠点機能を備えた

（仮称）堺市総合防災センターを整備します。 

 ○令和元年 12 月まで敷地造成外工事を実施。建築

工事実施設計業務及び展示実施設計業務につい

ては、平成 30 年度に完了。 

○また、平成 30 年度は各施設の利活用方法につい

て、具体的な検討を進めた。 

   

②自主防災組織の活動促進・支援【区役所、危機管理

室】 

災害時に地域住民が協力して避難、初期消火、救助、

避難所運営等ができるよう、自主防災組織等が行う

防災訓練の実施支援やリーダーとなる人材の育成な

ど、自主防災活動の促進・支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 ○区役所の主な取組 

【西区役所】 

西区自主防災委員会の事務局として、以下のとお

り校区自主防災組織への活動支援を行った。 

・校区の防災用品を保管するための防災倉庫を設置

し、併せて校区自主防災組織が訓練や避難所運営

の際に使用できる資器材の整備を行った。 

・H29 年度から防災リーダーの育成を目的に、地域

の防災担当者を対象に消防と共同で「訓練指導員

研修」を実施している。 

◇危機管理室の主な取組 

 平成 30 年度から各校区自主防災組織の地区防災

計画策定に向けた取組みを支援する「防災専門家

派遣事業」を開始した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

⑩小型動力ポンプの整備【消防局】 

上町断層による地震が発生した場合には、1 日あたり

最大 169 件の火災が想定されており、平常時の隊編

成では多くの火災の対応ができない危険性があるた

め、地震発生時、参集した消防職員が 1 件でも多く

の火災に対応ができるよう、小型動力ポンプの増強

整備を推進します。 

 

 

 

 ○地震による炎上火災最大想定数 169 件（上町断層

帯地震）に対応すべく、小型動力ポンプを年度ご

とに増強整備している。現状は以下のとおり。 

・公設消防（ポンプ積載消防車両 60 台、小型動力

ポンプ 37 台）計 97 台 

・堺市美原消防団（消防ポンプ車 3 台、小型動力ポ

ンプ 3 台）計 6 台 

・高石消防団（消防ポンプ車 1 台、小型動力ポンプ

3 台）計 4 台 

・平成 21 年度当時、未対応となる火災 93 件（当時

数）を半減化（47 台の小型動力ポンプを増強）す

ることを目標とし、合計 61 台の整備計画を立て

現在 43 台を配備している。 

・現在の火災 1 隊対応の考えでの火災対応率 

 約 63.3％（107 隊／169 件） 

▶1 火災 1 隊対応での火災対応率（169 件火災想定） 

 61.2%（H27）⇒63.3%（H30）⇒71.8%（H30） 

   

⑬ため池防災ネットワーク水路整備事業【産業振興

局】 

地区の自治会や水利組合との協働により、ため池の

持つ多面的機能の一つ『利水』に着目し、池下流にあ

る農業用水路にゲートや角落としを設置し、ため池

の水を火災などの災害時の防火用水などに利用する

「ため池防災ネットワーク水路」の整備を行います。 

 ●平成 29 年度以前に 2 地区で実施したが、既存の

農業用水路で現状の施設を活用することにより、

一定同等程度に消火用水を利用することができ

るため、今後の当事業の在り方について引き続き

検討を行った。 

 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ３ 消火・救助・医療活動等が迅速に行われる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

３－２ 医療施設及び関係者の絶対的不足、医療機能の麻痺 

 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①医療関係機関相互の連携強化・健康危機管理対策

の充実【健康福祉局、堺市立総合医療センター】 

災害拠点病院としての堺市立総合医療センターを中

心とした医療関係機関等の連携を強化するととも

に、医療従事者、医療機材、医薬品の確保など救急救

護体制を整備します。また、保健所を中心として生活

衛生や感染症等の健康危機管理対策を推進します。 

 

 ○災害拠点病院である堺市立総合医療センターが

主導的な役割を果たし、堺市医師会をはじめとし

た関係機関とともに堺地域災害医療救護対策協

議会が平成 29 年に設立された。当該協議会には、

本市職員がオブザーバーとして参加し、地域医療

機関との災害時における医療連携体制について

情報共有を行った（平成 31 年 3 月 7 日開催、災

害医療基礎知識・事例報告・机上訓練（トリアー

ジ）。 

   

2-2-3 避難所等への給水ルートの耐震化等【上下水道

局】 

平成 37 年度末の避難所等への給水ルートの耐震化率

92%をめざして、優先的に管路耐震化を進めること

で、必要な耐震管路網を構築し、災害時における指定

避難所・医療施設等への給水ルートの早期確保を図

ります。また、小学校を対象とし災害時給水栓を設置

します。 

 ○令和 7 年度末の避難所等への給水ルートの耐震化

率 100%をめざして、優先的に管路耐震化を進め

ることで、必要な耐震管路網を構築し、災害時に

おける指定避難所・医療施設等への給水ルートの

確保を進めた。また、小学校を対象とした災害時

給水設備を設置した。 

 平成 30 年度は、22 ヶ所の災害時給水設備を設置

した。 

 

▶避難所等への給水ルートの耐震化率 

 60%（H27）⇒73%（H30）⇒100%（R7） 

▶災害時給水栓設置数 

 0 基（H27）⇒22 基（H30）⇒91 基（R4） 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

②災害時医療体制の整備【健康福祉局】 

以下に挙げる災害時の医療救護活動が、迅速かつ適

切に行えるような災害時医療体制の整備を行いま

す。 

・医療情報連絡員による負傷者の数、病院・診療所（救

急告示病院・透析診療所）の被害調査 

・医師会・歯科医師会・薬剤師会への協力・出動要請 

・救護班・救護所の検討・設置 

 ＞拠点救護所の開設（急病診療センター等 2 箇所） 

 ＞臨時救護所の設置（各中学校 43 箇所） 

 ＞医療器材及び医薬品の配備 

 ＞各避難所等において臨時救護所開設の周知 

 ○避難所及び救護所における医療救護活動を円滑

に実施するため、堺市医師会、堺市歯科医師会、

狭山美原歯科医師会、堺市薬剤師会と「災害時に

おける医療救護活動に関する協定」を平成 29 年

11 月 30 日に締結した。内容の確認を行い、平成

30 年 4 月 1 日に更新した。 

 

④緊急医療班及び医療ボランティア等の受入体制の

整備【健康福祉局】 

以下に挙げる緊急医療班及び医療ボランティア等の

要請及び受入れが円滑に実施できる体制の整備に努

め、堺市医師会や他の医療機関等との効果的で効率

的な連携体制を確立します。 

・医師会、歯科医師会、薬剤師会への迅速な協力要請 

・救護班の派遣依頼 

・救護所等の設置及び医師会会員の救護所への参集

体制の確認 

・救護班の受入調整及び受入リスト（派遣元、配置先、

救護班員、診療科目、携行品等）の作成 

・救護所での必要物品の確保 

・救護班の交通手段・食料・宿舎の確保 

 ○避難所及び救護所における医療救護活動を円滑

に実施するため、堺市医師会、堺市歯科医師会、

狭山美原歯科医師会、堺市薬剤師会と「災害時に

おける医療救護活動に関する協定」を平成 29 年

11 月 30 日に締結した。内容の確認を行い、平成

30 年 4 月 1 日に更新した。 

○（仮称）災害時医療救護活動マニュアルの素案を

策定した。今後は庁内調整を経て、関係団体への

調整に入る。 

 

 

   

3-1-5 市民自身による救命活動の促進【消防局】 

市民の皆様や事業所等を対象として、家族等の救命

活動を市民自ら行えるように、心肺蘇生や AED の使

い方、けがの手当など、応急手当講習を推進します。 

 

 

 

 ○応急手当に関する講習の実施 

 心肺蘇生法や止血、固定などの応急手当を習得す

るための各種講習を年間受講者数 1 万人を目標に

実施した。講習は個人からの申込みに対しては消

防局での定期開催講習を、団体からの申込みに対

しては講師を派遣する派遣型講習を実施してい

る。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ３ 消火・救助・医療活動等が迅速に行われる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

３－３ 疾病・感染症等の大規模発生 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

2-3-1 下水道建設構造物の改築・更新時の耐震診断・ 

補強【上下水道局】 

既存の下水処理場・下水ポンプ場に対して耐震診断

を行い、耐震性能を把握するとともに、大規模な地震

に耐え得る耐震性能を保持していない主要な施設に

対して耐震補強を実施します。 

 

 

 

 ○既存の水再生センター・ポンプ場において、耐震

診断を実施し、耐震性能を把握するとともに、大

規模な地震および津波に耐えうる耐震性能を確

保していない主要な施設に対し、耐震化を推進し

ている。 

・泉北水再生センター1 系機械棟耐震補強工事【完

成】 

 

▶耐震化率（処理場・ポンプ場の建築物）  

77.3%（H27）⇒97.6%（H30）⇒100%（H30） 

※今年度中に達成予定 

   

2-3-2 下水道処理施設の設備類の耐震化【上下水道 

局】 

被災時においても施設の機能を保持できるように、

改築更新事業に併せて設備類の耐震化を推進しま

す。 

 ●下水道処理施設の設備類の耐震化については、平

成 27 年度以前から実施しており、現在耐震化は

完了している。 

 

   

2-3-3 既設下水管の耐震補強【上下水道局】 

大規模地震により管路施設の機能が損壊されると汚

水、雨水が市街地内に滞留し、都市機能や環境衛生に

大きな打撃を与えることがあります。そのため、災害

時においても公衆衛生の保全、浸水被害の防除、トイ

レの使用の確保、応急対策活動の確保という下水道

が最低限有すべき機能が確保できるよう既設下水管

の耐震補強を実施します。 

 ○平成 30 年度実績 

 （工事）耐震化工事  2 件 

 

▶重要な管きょ耐震対策率         

79.5%（H27）⇒99.6%（H30）⇒100%（R1） 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ４ 制御不能な二次災害を発生させない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

４－１ ため池の損壊や農地の荒廃による被害の拡大 

 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①地震防災上必要なため池の計画的整備【産業振興

局】 

ため池の堤体崩壊により、下流域の人家・農業施設・

公共施設等に甚大な被害を及ぼす恐れがあるため、

損傷・変形を受けても貯水機能を保持し、下流域の二

次災害を防止するため、管理者や関係機関との協議・

調整を行い、順次計画的な耐震化整備を推進します。 

 ○下流域への影響度の高いため池より大阪府営事

業によるため池耐震診断を 7 ヶ所実施した。今後

は、診断結果をもとに計画的に耐震化を進めてい

く。 

 

 

   

②市街地及びその周辺の農地の適切な保全・活用【産

業振興局】 

市街地及びその周辺の農地は、良好な環境の確保は

もとより、延焼遮断帯・緊急時の避難地等、防災上重

要な役割を担うことから、防災協力農地登録制度を

適切に活用することで、オープンスペースの確保を

図ります。 

 ○市や農業委員会、農業協同組合の広報誌のほか、

農家対象の研修会等の際に周知を図り、登録する

ように働きかけたが、登録農地の転用などにより

増加していない状態である。 

 

▶防災協力農地面積 

8.5 ㏊（H27）⇒8.3 ㏊（H30） 

 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ４ 制御不能な二次災害を発生させない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

４－２ 有害物質等の大規模拡散・流出 

 

 

 

 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①事業所からの管理化学物質の流出防止に対する推

進【環境局】 

大規模災害発生に伴う有害化学物質の周辺環境への

飛散・流出を防止するため、「大阪府化学物質管理適

正指針」に基づき、一定規模以上の事業者に対して、

化学物質の管理計画書の提出を義務化し、大規模災

害発生時の環境リスクの低減を促進します。 

 ○「大阪府化学物質管理適正指針」に基づき、一定

規模以上の事業者に対して、化学物質管理計画書

の提出を義務化し、平成 26 年度から平成 28 年度

までに市内全ての対象事業者から既に提出され

ている。 

 

   

②危険物災害予防対策の推進【消防局】 

危険物施設を保有する事業所への立入りや講習会、

研修会等の機会を捉え、関係者に対し保安教育を行

い、自衛消防組織の充実強化を図り、各種訓練の実施

を促進するとともに、消防関係法令の技術基準や規

制の遵守を指導します。 

 

 

 

 ○危険物施設の許認可申請時において、消防関係法

令の遵守について指導した。また、危険物施設に

対して年 1 回以上の定期査察を行い、危険物施設

及び石油コンビナート等災害防止法に基づく防

災資機材等の適切な維持管理と保安管理につい

て指導するとともに、管内外の事故の教訓に基づ

き、安全対策指導を実施した。 

 そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及

び官民一体となった事故防止対策の推進を図っ

た。 

   

③工場や事業所の自主保安や防災体制の充実【産業

振興局、消防局】 

コンビナート災害等を防止するため、危険物や高圧

ガス等の危険要因を有する工場や事業所の自主保安

や防災体制の充実を促進します。 

 

 

 

 ○石油コンビナート等災害防止法に規定される特定

事業所等に対して立入検査を行うとともに、施設

の耐震性強化など地震対策の推進を促した。 

また、関係機関及び事業所と連携しながら、大阪

府石油コンビナート等防災計画に示されている防

災・減災対策を推進している。 

 そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及

び官民一体となった事故防止対策の推進を図っ

た。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ４ 制御不能な二次災害を発生させない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

４－３ 風評被害等による経済等への甚大な影響 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①ホームページ等による情報発信や報道機関への情

報提供等の体制整備【市長公室】 

要配慮者に配慮しながら、災害の状況、被災者に対す

る生活情報や応急活動の実施状況等の災害関連情報

を市ホームページ等により迅速に発信し、また、報道

機関にも定期的に発表できるよう体制を整えます。 

 ○災害の状況、被災者に対する生活情報や応急活動

の実施状況等の災害関連情報を市ホームページ

等により迅速に発信し、また、報道機関にもタイ

ムリーに発表できるよう体制を整えている。 

 

▶大規模災害時用ホームページ切替え訓練実施回

数 1 回／年【完了】 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ５ 必要不可欠な行政機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

５－１ 職員・施設の被災等による市役所の機能不全 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

②非常用電源設備の機能強化【総務局、区役所、上下

水道局、消防局】 

災害対応の中核となる市役所本庁舎、区役所、上下水

道局庁舎、消防本部等は、非常用電源設備の増強や代

替手法の検討など、機能強化を推進する。 

 ○消防局の取組み 

 南消防署及び茶山台出張所の自家用発電設備に

ついて、平成 30 年度の機器更新に併せて外部供

給に依存しない 72 時間の稼動を確保した。 

   

③非常用電源設備等の燃料調達計画の作成・推進【危

機管理室】 

電源設備の増強、備蓄量の増大を全庁的に推進する

には、導入及び維持管理に多大なコストを要するた

め、業界団体等との燃料調達に関する協定を締結す

るなど、燃料調達方法に関する具体的方策を検討し

ます。 

 ○平成 30 年 3 月策定の堺市災害時物資供給マニュ

アル「燃料編」に基づく災害時燃料供給訓練を近

畿地方整備局・堺市合同総合防災訓練（平成 30 年

11 月 5 日）にて実施した。 

   

⑦非常時優先業務の業務継続【危機管理室、各局】 

災害時の行政機能が低下した状況下においても、業

務継続計画に基づいて市が実施すべき重要業務を優

先的に継続して行うことにより、市民生活等への影

響を最小限に止めます。業務継続計画は、訓練等によ

り抽出された問題点等を踏まえて、継続的に改定、見

直しを行います。 

 ○他自治体からの応援を円滑に受け入れ、非常時優

先業務の継続、早期再開を図るための手順を確認

するため、平成 31 年 1 月 17 日に災害図上訓練を

実施した。訓練等により抽出された問題点を踏ま

えて、各局において BCP 見直しの検討等が実施

された。 

   

⑩職員用備蓄食糧等の確保【総務局、上下水道局】 

大規模災害時の職員用の備蓄（飲料水及び食料）を確

保し、災害対策本部等の機能確保と適切な災害応急

活動の実施に備えます。 

 ○総務局においては、平成 29 年度から平成 31 年度

の 3 年間で、3 日分の確保を予定しており、平成

30 年度についても予定通り確保を進めた。 

 上下水道局においては、出先職場の職員用備蓄水

として平成 30 年度から令和 4 年度の 5 年間で備

蓄を進める予定であり、平成 30 年度は 60 本を購

入した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ５ 必要不可欠な行政機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

５－２ 防災関係機関や民間企業と連携がとれず災害対策が麻痺 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

5-1-11 自治体等からの受援体制の構築【危機管理室】 

大規模災害時の職員の被災や災害対応業務が増大す

る状況においても行政機能を維持・継続していくた

め、他の自治体や団体、民間事業者等から支援を要す

る業務や受入れ場所等の受援内容をあらかじめ定め

た「堺市受援計画」を策定します。 

 

 ○大規模災害時に災害対策本部及び各区対策本部

並びに各対策部の受援体制を迅速に構築し、「堺

市受援計画」に定める災害発生後の手順に基づ

き、応援決定及び要請を速やかに実施するための

訓練を実施した。 

   

③福祉関係機関や福祉サービス事業者との連携【健

康福祉局】 

障害者や高齢者等の避難支援において、特性に応じ

た支援や配慮すべきことについて、地域住民等への

啓発を進めるとともに、平常時においても地域の防

災訓練への障害者や高齢者等の参加等による地域と

のつながりを推進します。また、平常時から利用者の

ことをよく理解している福祉関係機関や福祉サービ

ス事業者とも連携をしながら、被害の軽減をめざし

ます。 

 ○避難行動要支援者一覧表を作成し、民生委員児童

委員連合会や自治連合会などの地域との連携に

努めている。また、「要配慮者」にはどのような支

援をすればよいかを考えるために作成した「安心

の第一歩～要配慮者・避難行動要支援者の支援に

向けて～」の冊子を地域包括支援センターなどに

配布するなど、関係機関への要配慮者支援の周

知、啓発に努めた。 

   

3-1-7 総合防災訓練の継続的な実施【危機管理室】 

組織動員、避難、通信、消火、救助・救急、医療、ラ

イフライン対応、緊急輸送等を行う職員及び関係機

関による総合的訓練を年 1 回継続的に実施します。

訓練の成果・検証を次回訓練に反映し、防災体制、訓

練手法等を毎年改善します。また、災害図上訓練を継

続的に実施します。 

 ○堺市総合防災訓練を 11 月 5 日（津波防災の日）

に継続して実施した。平成 30 年度は、津波避難

対象地域にある小中学校 8 校において、避難訓練

を連動して実施した。 

 

 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

 

 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

⑥災害ボランティアとの連携【健康福祉局】 

災害ボランティアの受入れ・派遣等を行う災害ボラ

ンティアセンターの円滑な設置・運営を行うため、社

会福祉協議会やボランティア連絡会等と連携し、そ

の体制を構築します。また、社会福祉協議会における

災害ボランティアの登録を促進します。 

 ○堺市社会福祉協議会（以下、「堺市社協」という）

の主催で実施されている、堺市社協災害ボランテ

ィアセンター協働運営ネットワーク会議及び災

害ボランティアセンター設置・運営シミュレーシ

ョンへの参加により、堺市社協をはじめ、ボラン

ティア連絡会やＮＰＯ法人と日頃から連携を図

っている。 

◇平成３０年台風２１号被害に対応するために堺

市社協が応援ボランティアセンターを設置した

経過を踏まえて、継続的に堺市社協及び関係課等

との調整会議を行っている。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ５ 必要不可欠な行政機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

５－３ 甚大な被害を受けた南大阪地域の市町村との相互応援体制の麻痺 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①南大阪地域の市町村との相互応援体制の強化【危

機管理室】 

南大阪地域の中核的都市として、平常時から泉州地

域や南河内地域の市町村との情報交換や相互応援訓

練等の実施により相互応援体制の強化を図ります。 

 

 ○発災時に相互応援協定を円滑に適用できるよう、

平時より泉州地域及び南河内地域の自治体と「顔

の見える関係」の構築に努めている。平成 30 年

度は、大和川以南での災害救援活動を実施する陸

上自衛隊第 37 普通科連隊と泉州 9 市 4 町の意見

交換会を本市が発起人となり実施した。 

   

3-1-1（仮称）堺市総合防災センターの整備【消防局、 

危機管理室】 

本市内陸地域の防災拠点として、消防職員や消防団

員の災害対応能力を向上するための高度訓練施設機

能、自主防災組織や小中学生等の市民の訓練・啓発機

能、災害用備蓄倉庫、災害時における緊急消防援助隊

等の活動拠点や支援物資の配送拠点機能を備えた

（仮称）堺市総合防災センターを整備します。 

 ○令和元年 12 月まで敷地造成外工事を実施。建築

工事実施設計業務及び展示実施設計業務につい

ては、平成 30 年度に完了。 

○また、平成 30 年度は各施設の利活用方法につい

て、具体的な検討を進めた。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ６ 必要不可欠な情報通信機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

６－１ 情報伝達の不備等で避難行動の遅れ等による死傷者の発生 

 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

1-2-6 多様な情報伝達手段の充実【危機管理室、健康

福祉局】 

災害発生時に必要な情報を市民に広く届けられるよ

う、テレビやラジオだけでなく緊急速報エリアメー

ルや防災情報メール、防災スピーカー、ホームペー

ジ、ツイッター、災害情報 FAX など、多様な情報伝

達手段を用いた情報発信を要配慮者の特性も踏まえ

て充実させます。また、障害者への避難生活支援情報

等は、関係機関等と連携し、避難所等への手話通訳

者、要約筆記者等の派遣や点字、音声などの手段を用

いて適切に障害者に届くように体制を整備します。 

 

 

 ○現在、堺市からの災害情報の発信は最大で 10 種

類の手法で実施している。 

○災害時に医療機関の被災状況など災害医療に関

わる情報を共有し、被災地域での迅速かつ適切な

医療・救護に関わる各種情報を集約・提供するこ

とを目的とした厚生労働省の「広域災害救急医療

情報システム（EMIS）」及びこのシステムに連動

した大阪府の「大阪府救急・災害医療情報システ

ム」の操作研修に本市職員が参加し、災害時の情

報伝達手段の充実を図った。 

 

▶同報系屋外スピーカー整備数 

 120 基（H27）⇒121 基（H28）【完了】 

   

①外国人への支援体制等の整備【文化観光局、危機管

理室】 

災害時多言語支援センター設置訓練や災害時ボラン

ティア通訳の育成、多言語ラジオ放送での防災情報

の提供など、災害時に備えた外国人支援体制を整備

します。併せて、外国人市民の防災訓練への参加支援

や多言語による防災情報の提供など、外国人市民へ

の啓発事業を行います。また、外国人旅行者への避難

情報伝達や帰国支援対策を進めます。 

 ○はじめての人（入門レベル）のための日本語教室

において、参加者及び市内日本語教室で学習して

いる外国人を対象に防災講習会を開催した。ま

た、多言語による防災ハンドブック（7 言語）を

作成しており、関係各所に配架しており、また、

新たに名刺サイズの携帯用防災カード（8 言語）

を作成した。さらに、多言語によるラジオでの防

災情報提供を行う協定をラジオ業者と締結して

おり、防災情報提供を行うことができる体制を整

えている。 

 

▶災害時多言語支援センター設置訓練の実施 

 1 回／年 

   

5-1-9 防災拠点間の情報共有体制の整備【危機管理

室】 

災害対策本部や区災害対策本部、指定避難所等の防

災拠点間における迅速な被害情報収集や正確な相

互の情報伝達が円滑に行えるように無線通信施設

や防災情報システムの整備及び運用の強化を図り

ます。 

 ○災害時の対応拠点となる市役所本庁、区役所、各

出先機関及び各指定避難所には移動系防災行政

無線が整備されており、定期的に拠点間の通信訓

練を実施した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－１ 市民の防災意識の欠如による被害拡大 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①防災知識の普及啓発【危機管理室、区役所、健康福

祉局】 

防災訓練や出前講座、区域毎の行事など、あらゆる機

会を通じて市民に対して災害の知識や日ごろの備

え、自主防災活動の必要性、要配慮者への支援等の普

及啓発を行います。また、要配慮者やその家族等に対

しても、特性に応じた備え等の啓発を行います。 

 

 

 ○健康福祉局の主な取組み 

 日頃から、災害に備えるための心構えや準備を知

るとともに、「要配慮者」にはどのような支援をす

ればよいかを考えるために、「安心の第一歩～要

配慮者・避難行動要支援者の支援に向けて～」の

冊子を作成し、各区役所や市施設などに配架し

た。また、かかりつけ医や家族の連絡先などの必

要事項や避難時の所持品のリストなどが記載で

きる「防災カード」を作成し、希望するよう配慮

者やその家族へ配布するとともに、「安心の第一

歩」の冊子と併せて、ホームページでも公開し、

要配慮者やその家族に対する備え等の啓発をは

じめ、要配慮者への支援に対する啓発を行った。 

   

3-1-2 自主防災組織の活動促進・支援【区役所、危機 

管理室】 

災害時に地域住民が協力して避難、初期消火、救助、

避難所運営等ができるよう、自主防災組織等が行う

防災訓練の実施支援やリーダーとなる人材の育成な

ど、自主防災活動の促進・支援を行います。 

 

 

 

 ○区役所の主な取組 

【西区役所】 

西区自主防災委員会の事務局として、以下のとお

り校区自主防災組織への活動支援を行った。 

・校区の防災用品を保管するための防災倉庫を設置

し、併せて校区自主防災組織が訓練や避難所運営

の際に使用できる資器材の整備を行った。 

・H29 年度から防災リーダーの育成を目的に、地域

の防災担当者を対象に消防と共同で「訓練指導員

研修」を実施している。 

◇危機管理室の主な取組 

 平成 30 年度から各校区自主防災組織の地区防災

計画策定に向けた取組みを支援する「防災専門家

派遣事業」を開始した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

1-1-4 耐震改修のきめ細かな啓発活動と相談の実施

【建築都市局】 

多くの人に耐震改修の必要性を理解してもらうた

め、チラシの配布や区民祭りへの参加などキャンペ

ーン活動を継続して実施するとともに、耐震診断は

行ったが改修をまだ実施していない人への戸別訪問

やお出かけ相談会の開催など、きめ細かく積極的に

耐震改修をコーディネートします。 

 ○平成 30 年度は以下のとおり啓発を行った。 

 ・区民まつり等出展や出前講座等 11 回 

 ・耐震改修啓発パンフレット 全戸配布 

 ・市 HP にて広報 

 ・平成 29 年度に本市制度にて耐震診断を行った

方を対象に、耐震改修を促すダイレクトメール

を送付 

   

3-1-1（仮称）堺市総合防災センターの整備【消防局、 

危機管理室】 

本市内陸地域の防災拠点として、消防職員や消防団

員の災害対応能力を向上するための高度訓練施設機

能、自主防災組織や小中学生等の市民の訓練・啓発機

能、災害用備蓄倉庫、災害時における緊急消防援助隊

等の活動拠点や支援物資の配送拠点機能を備えた

（仮称）堺市総合防災センターを整備します 

 ○令和元年 12 月まで敷地造成外工事を実施。建築

工事実施設計業務及び展示実施設計業務につい

ては、平成 30 年度に完了。 

○また、平成 30 年度は各施設の利活用方法につい

て、具体的な検討を進めた。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－２ 大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足等 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①帰宅支援体制の構築【危機管理室】 

交通機関の途絶により徒歩帰宅を余儀なくされる人

に対し、情報提供等による円滑な帰宅を支援するた

め、帰宅支援マップや広域避難地・避難所案内表示板

の作成等の対策を検討します。また、市外滞在時に被

災した市民が早期に帰宅できるための支援対策を大

阪府や大阪市等と連携して進めます。 

 ○堺市防災情報システムで徒歩による帰宅ルート

の案内を実施するほか、交通機関の運行状況を市

HP やツイッター等で発信している。 

○平成 30 年 6 月、堺東駅前に建設中のビルを一時

収容場所として活用することについて、協定を締

結した。 

   

③企業への帰宅困難従業員対策の啓発【危機管理室】 

帰宅できない従業員に対しての自助対策として、発

災直後から 3 日間程度の食糧・飲料水等の備蓄、通

信手段の確保、徒歩帰宅経路の事前確認等を推進し

てもらうよう啓発に努めます。 

 ○石油コンビナート特別防災区域内の事業者向け

ワークショップにおいて、啓発活動を実施した。 

○企業向け啓発チラシの作成を行った。（令和元年

度中に市内企業に配布予定） 

   

④授業中や登下校中の幼児・児童・生徒の安全確保

【子ども青少年局、教育委員会】 

授業中や登下校中に大規模地震が発生した場合、幼

児・児童・生徒が帰宅することが困難な状況に陥るこ

とが想定されます。教職員等が幼児・児童・生徒の安

全を確保し、保護者への引き渡しを迅速かつ的確に

行うことができる体制を構築します。 

 

 

 

 ○子ども青少年局の主な取組 

 本市の指定管理施設の南・北こどもリハビリテー

ションセンター及びえのきはいむにおいて、療育

中や登降園中に大規模地震が発生した場合に、子

どもの安全を確保できるよう、地震災害に関する

避難訓練を実施した。 

◇教育委員会の主な取組 

 平成 31 年 3 月に大規模地震における学校園臨時

休業措置の改訂（震度 6 弱→震度 5 強）を行い、

これと併せて教育委員会の「学校園における地

震・津波対応マニュアル」の改訂も行った。また、

学校園のマニュアルの見直しを指示した。 

 各学校園では、新たに改訂したマニュアルを全教

職員に周知し、それを基にして実情等を考慮しな

がら防災計画を策定し、防災体制を構築すること

とした。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－３ 劣悪な避難所運営等による災害関連死の発生 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

3-1-4 良好な生活環境を確保した避難所運営体制等

の構築【危機管理室、区役所、健康福祉局】 

指定避難所を情報・物資・健康・医療等の地域の支援

拠点と位置付け、自助・共助・公助の役割に応じて女

性や要配慮者等に配慮した避難所の運営体制や環境

整備、在宅避難者・車中泊者等の把握、保健師等の派

遣、福祉サービスの提供など、被災者の心身の健康を

守り、良好な生活環境を確保した避難所運営体制等

を構築します。 

 

 

 ○区役所の主な取組 

【西区役所】 

 各校区により自発的に行われる防災活動に関し

て、実践的かつ継続して地域防災力向上に役立つ

ものとして、地域の「地区防災計画」の作成を支

援している。 

【美原区役所】 

「地域による避難所運営検討支援事業」として、

校区単位で指定避難所の運営や防災上の課題な

どに関するワークショップや訓練を行い、3 年を

目途に校区独自の避難所運営マニュアル等の作

成、見直しを支援している。 

対象校区 5 校区のうち 2 校区が実施済、1 校区が

実施中である。 

   

2-3-6 マンホールトイレの整備【上下水道局、危機管

理室】 

被災時のトイレ機能の確保等を目的として、防災拠

点（区役所、小学校）にマンホールトイレを整備する

とともに、マンホールトイレ下流の下水道管の耐震

化を図ります。 

 ○マンホールトイレについて、区役所に 30 基、市

立小学校及び上神谷支援学校あわせて 470 基を

整備済み。 

◇国の「避難所におけるトイレの確保・管理ガイド

ライン」等に基づき、上町断層帯地震による想定

避難者数に対し、50 人に 1 基を目標として災害

用トイレを整備する検討を開始した。 

 

▶小学校におけるトイレ機能確保率      

78.5%（H27）⇒100%（H29）【完了】 

▶重要な管きょ耐震対策率 

 79.5%（H27）⇒99.6%（H30）⇒100%（R1） 

   

①福祉避難所の指定及び適切な運営【危機管理室、健

康福祉局】 

障害福祉サービス事業者等と連携して、福祉避難所

の指定を進めるとともに、要配慮者の特性に応じた

福祉避難所開設・運営マニュアルの整備や開設・運営

訓練の実施など、適切な福祉避難所の開設・運営支援

を実施します。 

 ◇健康福祉局内において、部を横断したプロジェク

トチームを立ち上げ、福祉避難所開設までの流れ

の整理や調整すべき事項の確認を行うとともに、

運営にあたり協定施設に確認いただく必要があ

る項目について検討した。 

 

▶福祉避難所指定数 

80 ヶ所（H27）⇒80 ヶ所（H29） 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

 

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

②避難行動要支援者の避難支援体制の整備【健康福

祉局、危機管理室、区役所】 

民生委員児童委員による避難行動要支援者への訪問

調査を推進し、本人の意思及び個人情報の保護に十

分に留意しつつ、避難行動要支援者の個々の状況に

応じた個別の避難計画の策定を促進するなど、地域

支援者等を主体とした共助によるより効果的な避難

支援体制づくりを進めます。 

 ○健康福祉局の主な取組み 

身体障害者手帳１・２級所持者や要介護認定を受

けている高齢者等を対象として、民生委員児童委

員による訪問調査を希望した方であって、個人情

報利用に対する同意のあった方については心身

の状況や家族の状況等を聞き取り、避難行動要支

援者一覧表を作成している。 

当該一覧表について、地域と行政とで共有し、災

害発生時に備え、日常の見守り活動や自主防災活

動などの地域の取組みに活用している。 

○各区役所の主な取組み（堺区を除く） 

避難行動要支援者リストを作成し、地域・行政で

共有しており、災害発生時に備え、避難支援体制

の整備の協議を進めた。 

   

6-1-1 外国人への支援体制等の整備【文化観光局、危 

機管理室】 

災害時多言語支援センター設置訓練や災害時ボラン

ティア通訳の育成、多言語ラジオ放送での防災情報

の提供など、災害時に備えた外国人支援体制を整備

します。併せて、外国人市民の防災訓練への参加支援

や多言語による防災情報の提供など、外国人市民へ

の啓発事業を行います。また、外国人旅行者への避難

情報伝達や帰国支援対策を進めます。 

 

 

 ○はじめての人（入門レベル）のための日本語教室

において、参加者及び市内日本語教室で学習して

いる外国人を対象に防災講習会を開催した。ま

た、多言語による防災ハンドブック（7 言語）を

作成しており、関係各所に配架しており、また、

新たに名刺サイズの携帯用防災カード（8 言語）

を作成した。さらに、多言語によるラジオでの防

災情報提供を行う協定をラジオ業者と締結して

おり、防災情報提供を行うことができる体制を整

えている。 

 

▶災害時多言語支援センター設置訓練の実施 

1 回／年【完了】 

   

③福祉サービス事業所の事業継続計画（BCP）に基づ

く防災体制整備【健康福祉局、危機管理室】 

福祉サービス事業者において、災害が発生した場合

でも被害を最小限にとどめ、災害時における利用者

の支援と並行して、できるだけ早くサービス提供を

再開するため、事業継続計画（BCP）に基づく防災体

制整備を促進します。 

 ○地域防災計画に位置付けられた要配慮者利用施

設に対して指導を行い、水防法に基づく避難確保

計画の策定を進めた。 

 

▶水防法に基づく避難計画策定要配慮者施設  

0 施設（H27）⇒59 施設（H30）⇒237 施設（R2） 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－４ 食料・飲料水等の生命に関わる物資供給の長期停止 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

2-2-11 食糧・飲料水・生活必需品の備蓄【危機管理

室、区役所、上下水道局】 

食糧・飲料水・生活必需品について、食糧については

堺市地震災害想定の避難所生活者数の 3 食分を目安

に、区役所備蓄倉庫、指定避難所等への分散備蓄を進

めます。また、備蓄する品目についても要配慮者や女

性等に配慮した品目を備蓄します。 

 ○上町断層帯地震での想定避難所生活者 139,000 人

の 3 食分の食糧の備蓄を目標とし、区役所備蓄倉

庫や指定避難所等へ分散備蓄を進め、平成 30 年

度末に目標を達成した。今後は既存備蓄物資の更

新を行う。 

 

▶食糧・飲料水の指定避難所分散備蓄率  

81%（H27）⇒100%（H30）【完了】 

   

2-2-12 食糧・飲料水等の家庭備蓄の重要性の広報【危

機管理室、上下水道局】 

食糧や飲料水等の家庭等での 1 週間分備蓄の重要性

を市広報紙等を通じて市民に広報し家庭、事業所等

における備蓄を促進します。 

 

 

 ○広報さかい 12 月号において、家庭備蓄及びロー

リングストックについての記事を掲載し、市民に

備蓄の重要性を周知した。 

○食糧や飲料水等の家庭等での 1 週間分備蓄の重要

性について、より分かりやすく親しみやすく PR

するため、堺市上下水道局のマスコットキャラク

ター「すいちゃん」を用いた広報マンガを作成し、

イベントや防災訓練などあらゆる機会で配布し

た。また、それを市広報誌やホームページ、SNS

でも掲載するなど、幅広い年齢層の市民に知って

いただく PR をしている。 

 

▶区別防災マップによる周知 H29 年度全戸配布 

   

①食料・生活必需品の供給体制の整備【危機管理室、

財政局、会計室、区役所】 

食料・生活必需品等の確保が困難となった住民に対

して円滑かつ確実に物資を供給するため、大阪府と

の連携強化や物資配送拠点の確保、物資の調達、集

積、配送方法、庁内連携等の供給体制の見直し、改善

を進めます。 

 ○関西広域連合が実施する物資の訓練に参加する

とともに、内閣府が主催する研修に参加した。ま

た、物資供給マニュアルの具体化に向け、民間事

業者と協議を行うとともに、運用に向けた実働訓

練を行った。 

○堺市緊急対応協力事業者登録制度を活用するた

め、入札参加資格登録申請期間等で周知した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

 

 

 

 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

2-2-9 送水管、配水幹線管へのあんしん給水栓の維持 

管理等【上下水道局】 

災害時に管路が被害を受け給水機能が停止したとき

に、その復旧までの間比較的被害を受けにくい大口

径管路を利用して、市民に生活用・医療用の緊急用水

を供給する施設である、あんしん給水栓について、維

持管理を継続的に行います。また、災害時に応急給水

活動を円滑に実施するために、給水拠点を整備しま

す。 

 ○給水拠点の整備 

 災害時に応急給水可能な応急給水拠点を整備す

るもの。 

 令和元年度以下の給水拠点（基地）を運用する。 

 ・企業団の通水（6 ヶ所） 

 ・御池台送水管（2 ヶ所） 

 ・岩室高地配水池（1 ヶ所） 

○あんしん給水栓の維持管理 

堺市内のあんしん給水栓 46 基（堺市設置 12 基、

大阪広域水道企業団設置 34 基）の点検を計画的

に実施した。点検内容は設備の環境調査のほか、

給水口から出る水の残留塩素濃度の確認等を行

っている。 

 平成 30 年度は 18 基（堺市設置 6 基、大阪広域水

道企業団設置 12 基）の点検を実施した。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ８ 経済活動を機能不全に陥らせない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

８－１ コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

4-2-2 危険物災害予防対策の推進【消防局】 

危険物施設を保有する事業所への立入りや講習会、

研修会等の機会を捉え、関係者に対し保安教育を行

い、自衛消防組織の充実強化を図り、各種訓練の実施

を促進するとともに、消防関係法令の技術基準や規

制の遵守を指導します。 

 

 

 

 ○危険物施設の許認可申請時において、消防関係法

令の遵守について指導した。また、危険物施設に

対して年 1 回以上の定期査察を行い、危険物施設

及び石油コンビナート等災害防止法に基づく防

災資機材等の適切な維持管理と保安管理につい

て指導するとともに、管内外の事故の教訓に基づ

き、安全対策指導を実施した。 

 そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及

び官民一体となった事故防止対策の推進を図っ

た。 

   

4-2-3 工場や事業所の自主保安や防災体制の充実【産 

業振興局、消防局】 

コンビナート災害等を防止するため、危険物や高圧

ガス等の危険要因を有する工場や事業所の自主保安

や防災体制の充実を促進します。 

 

 

 

 ○石油コンビナート等災害防止法に規定される特定

事業所等に対して立入検査を行うとともに、施設

の耐震性強化など地震対策の推進を促した。 

 また、関係機関及び事業所と連携しながら、大阪

府石油コンビナート等防災計画に示されている

防災・減災対策を推進している。 

そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及

び官民一体となった事故防止対策の推進を図っ

た。 

   

1-2-7 多くの人が利用する建築物等の耐震化の促進

【建築都市局】 

救急告示病院や地域の防災活動拠点施設、緊急交通

路沿道建築物、幼稚園等の避難困難者利用建築物、危

険物取扱建築物等の多くの人が利用する建築物等に

ついて、負担軽減策の継続や関係する部署との連携、

個別的働きかけ等により耐震化を促進します。また、

津波避難路沿道等の建築物への耐震化促進施策を検

討します。 

 ○耐震改修を行う所有者に費用の一部を補助する

ことにより、耐震改修工事を促進した。 

 

▶多数の人が利用する建築物等の耐震化率  

89.9%（H27）⇒95%（R2） 

※次回実績値算出時期は R2 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ８ 経済活動を機能不全に陥らせない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

８－２ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①堺商工会議所や農林漁業関係団体等との協力体制

の確立【産業振興局】 

堺商工会議所や農林漁業関係団体との平常時からの

協力体制の確立に努め、災害時には、災害により被害

を受けた中小企業や農林漁業者の再建を促進するた

め、災害融資制度の周知や融資相談窓口の開設及び、

事業費の融資が迅速かつ円滑に実施できる体制を整

備します。 

 ○平常時より、堺商工会議所や農林漁業関係団体

と、不測の要因により甚大な被害を受けた場合の

協力体制の確立に努める。また、そういった被害

の際は商工業者を対象に、迅速に融資を実行でき

るよう「堺市中小企業緊急特別資金融資」を制度

化しており、各取扱い金融機関とも契約してい

る。 

 

   

2-1-1 緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業の推進 

【建設局】 

緊急交通路等に関係する重要橋りょう 150 橋につい

て、耐震化を推進します。 

 ○平成 30 年度末までに重要橋りょう 150 橋のうち

135 橋の耐震化が完了し、耐震化率は 90%となっ

た。 

 

▶150 橋耐震化率 

71%（H27）⇒ 90%（H30）⇒100%（R2） 

   

2-1-2 緊急交通路のマンホール浮上防止対策等の実

施【上下水道局】 

地盤の液状化に伴うマンホールの浮き上がりや管渠

の損傷に伴う道路陥没による交通障害を防ぐため、

マンホールの浮上防止対策や管渠の耐震補強を実施

します。 

 ○地盤の液状化に伴うマンホールの浮き上がりや

管渠の損傷に伴う道路陥没による交通障害を防

ぐため、マンホールの浮上防止対策や管渠の耐震

補強を実施している。 

 平成 30 年度実績 

 （工事） 耐震化工事 2 件 

   

2-1-3 都市計画道路の整備【建設局、建築都市局】 

都市計画道路は、人や物資を円滑に移動させる交通

機能、避難・救援等に資する都市防災機能等の空間機

能、都市構造の形成や、街区を形成する市街地形成機

能等を有しています。これらの機能を有効に発揮す

るため、ミッシングリンクを解消し、道路ネットワー

クの形成を推進します。また、災害時における、迅速

な救助や救援活動を実施するための緊急交通路とし

ての機能や、地震による火災が発生した場合に延焼

の拡大を抑制する延焼遮断帯としての機能を確保す

るため、都市計画道路の整備を推進します。 

 ○都市計画道路は、堺市域内で 90 路線、約 271 ㎞

が都市計画決定されている。そのうち平成 30 年

度末現在で約 72.4%にあたる約 196 ㎞を既に整備

した。 

○阪神高速道路大和川線事業については、令和元年

度末の全線供用開始を目指し、本市事業区間であ

る約 1.6 ㎞の工事を進めている。 

 平成 31 年 3 月時点の進捗率は 90％となった。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－１ 応急住宅対策の遅れによる避難所生活の長期化 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①被災建築物・宅地危険度判定士の養成・登録【建築

都市局】 

大阪府が主催する危険度判定講習会の受講を広く呼

び掛け、被災建築物・宅地危険度判定士の養成、登録

を推進します。また、本市職員に判定コーディネータ

ー等判定士を束ねる資格取得を推進し、実施訓練を

行います。 

 ○平成 31 年 3 月現在、被災建築物応急危険度判定

士資格者は 120 名、判定コーディネーター資格者

は 31 名、被災宅地危険度判定士資格者は 46 名と

なっている。平成 30 年度中に人数の増加はなか

ったが、今後も養成・登録を推進していく。 

 

   

③応急仮設住宅の建設候補地の選定【建築都市局】 

堺市が管理する一定規模以上の公園や運動場等で大

きな造成を行うことなく仮設住宅の建設が可能な土

地を選定し、当該土地に建設可能な戸数をあらかじ

め推計することにより、災害時の応急仮設住宅建設

計画の迅速な策定を行います。 

 ○平成 30 年度以前に仮設住宅の建設が可能な候補

地を選定し、建設可能な戸数を推計した。今後は、

随時選定候補地について、状況把握に努める。 

 

 

   

④住宅の確保と供給【建築都市局】 

倒壊や焼失等により、住宅を失った市民に対して、公

営住宅、民間の住宅、住宅供給公社・都市再生機構住

宅等の空き家を活用した住宅の供給が実施できるよ

うに、あらかじめ民間業者や、住宅供給公社・都市再

生機構等との協力体制を確立します。 

 ○災害時における民間賃貸住宅の媒介等に関する

協定等に基づき、民間業者や住宅供給公社・都市

再生機構等と空き家を活用した住宅の供給に関

する協力体制の確立に向けて検討を進めた。 

◇平成 30 年に発生した台風 21 号の被害に伴い、被

災者に対してみなし仮設住宅の供給を実施した。

また、同年 6 月から関係団体と定期的に会議を行

い、災害に備えてマニュアル作成に取り組むなど

協力体制の強化を図っている。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－２ 生活再建支援の停滞による市民生活の復旧・復興の遅延 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①復興本部の設置や復興計画の策定等に係る体制や

手順の確立【危機管理室】 

被災者の生活再建支援や安全性に配慮した地域振興

等のための復興・再建を速やかに行うため、復興本部

の設置や復興の基本方針、復興計画の策定に係る体

制や手順の確立を進めます。 

 ○堺市地域防災計画に基づく復興本部の設置につ

いて、他の被災自治体の事例を参考に、具体的な

設置基準や手続きについて検討を進めた。 

   

②迅速かつ円滑な都市復興に向けた事前準備（都市

復興行動マニュアルの検討）【建築都市局】 

大規模地震による被害が発生した場合には、二次的

な被害の発生を抑えるとともに、応急復旧・復興を迅

速かつ円滑に進めるため、都市復興に向けた事前準

備の取組を進めます。 

 ○大阪府都市計画協会が実施した「事前復興ワーキ

ンググループ」に職員を派遣し、復興実務への理

解を深めた。 

○また、関係職員を対象に机上訓練を実施し、都市

復興行動マニュアルについての周知・習熟を図っ

た。 

   

④相談窓口等の体制整備【市長公室、区役所】 

迅速に市民の生活再建が図られるように、生活相談

や各種問い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応

できるよう、弁護士、行政書士等の専門家による相談

など、相談窓口の体制を整備します。 

 ○区災害対応マニュアルにおいて、区災害対策本部

内に設ける救護班が生活相談窓口を設置運営す

ることを規定している区では、生活相談や各種問

い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応でき

るよう、相談窓口の体制を整備している。 

   

9-1-2 り災証明書発行のための被害状況把握と調査

体制の迅速な整備【財政局】 

災害対策本部や区災害対策本部等が収集する被害情

報を取得し被害状況を把握するとともに、内閣府（防

災担当）が示す「災害に係る住家の被害認定基準」等

を基に大阪府等が行うり災証明を発行するための研

修に積極的に参加し、災害調査において核となる人

材育成を行います。 

 ○大阪府が実施した「住家被害認定業務研修会（平

成 30 年 6 月 21 日開催）」、「住家被害認定調査（風

害）説明会（平成 30 年 9 月 12 日開催）」、「被災

者生活再建支援システム研修会（平成 30 年 11 月

13 日開催）」、「固定資産税（家屋）担当者意見交

換会（罹災関係）」にそれぞれ職員を 2 名派遣し、

被害認定業務についての理解を深め、知識の向上

を図った。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－３ 長期間にわたり学校等が再開されない事態 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

1-2-7 多くの人が利用する建築物等の耐震化の促進 

【建築都市局】 

救急告示病院や地域の防災活動拠点施設、緊急交通

路沿道建築物、幼稚園等の避難困難者利用建築物、危

険物取扱建築物等の多くの人が利用する建築物等に

ついて、負担軽減策の継続や関係する部署との連携、

個別的働きかけ等により耐震化を促進します。また、

津波避難路沿道等の建築物への耐震化促進施策を検

討します。 

 ○耐震改修を行う所有者に費用の一部を補助する

ことにより、耐震改修工事を促進した。 

 

▶多数の人が利用する建築物等の耐震化率  

89.9%（H27）⇒95%（R2） 

※次回実績値算出時期は R2 

 

   

3-1-4 良好な生活環境を確保した避難所運営体制等 

の構築【危機管理室、区役所、健康福祉局】 

指定避難所を情報・物資・健康・医療等の地域の支援

拠点と位置付け、自助・共助・公助の役割に応じて女

性や要配慮者等に配慮した避難所の運営体制や環境

整備、在宅避難者・車中泊者等の把握、保健師等の派

遣、福祉サービスの提供など、被災者の心身の健康を

守り、良好な生活環境を確保した避難所運営体制を

構築します。 

 

 

 ○区役所の主な取組 

【西区役所】 

 各校区により自発的に行われる防災活動に関し

て、実践的かつ継続して地域防災力向上に役立つ

ものとして、地域の「地区防災計画」の作成を支

援している。 

【美原区役所】 

「地域による避難所運営検討支援事業」として、

校区単位で指定避難所の運営や防災上の課題な

どに関するワークショップや訓練を行い、3 年を

目途に校区独自の避難所運営マニュアル等の作

成、見直しを支援している。 

対象校区 5 校区のうち 2 校区が実施済、1 校区が

実施中である。 



凡例 ○：継続  ◇：追加  ●：完了 

【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－４ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる 

  

主な取組内容  平成 31 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①災害廃棄物処理体制の構築【環境局】 

災害廃棄物発生量（推計）や仮置場の設置、関係者と

の連携方法等を定めた災害廃棄物処理計画を策定し

ます。 

 ●平成 29 年 3 月に堺市災害廃棄物処理計画を策定

した。 

 

   

②災害廃棄物の仮置場の確保【環境局、危機管理室】 

災害廃棄物の仮置場について、公有地のオープンス

ペースを中心に候補地の選定及び確保を推進しま

す。 

 ●堺市災害廃棄物処理計画の策定と併せて、公有地

のオープンスペースを中心に仮置場候補地をリ

ストアップしている。 

 

   

5-2-4 災害がれきの広域的な相互支援体制確立【環境

局】 

災害により大量に発生した災害がれきを円滑に処理

するため、府や近隣自治体と連携して、広域的な相互

支援体制を構築します。 

 ○以下のとおり協定を締結している。 

・堺・泉州ブロックの自治体等でごみ処理に係る相

互支援協定を締結（H25.3） 

・堺リサイクル事業協同組合と災害廃棄物のリサイ

クル処理に係る支援協定を締結（H28.4） 

・大阪府産業廃棄物協会と災害廃棄物の処理等に係

る支援協定を締結（H30.4） 

   

2-3-7 ごみ・し尿の広域的な相互支援体制確立【環境

局】 

災害時のごみ・し尿の収集処理体制を事業者等と連

携して整備するとともに、広域的な相互支援体制を

確立します。 

 

 

 ○以下のとおり協定を締結している。 

・堺市委託環境事業協同組合と災害時のごみ収集に

係る支援協定を締結（H22.4） 

・堺一般廃棄物処理事業協同組合と災害時のごみ収

集に係る支援協定を締結（H24.9） 

・堺・泉州ブロックの自治体等でごみ処理に係る相

互支援協定を締結（H25.3） 

・堺市環境事業協同組合と災害時のし尿収集に係る

支援協定を締結（H28.3） 

・大阪市、八尾市、松原市と災害時のし尿及び浄化

槽汚泥の処理に係る相互支援協定を締結（H31.3） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年度 取組内容 

  



【事前に備えるべき目標】 

 １ 人命の保護が最大限図られる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

１－１ 民間建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①住宅の耐震化の促進【建築都市局】 

耐震改修補助金制度の継続及び拡充の検討などの費

用軽減策やライフステージの変化に合わせた改修や

空家活用支援策と連携した耐震改修の促進をはじ

め、安心できる設計と確実な改修工事が実施される

審査検査体制の整備、分譲マンションの耐震性能確

認と耐震改修を進めます。加えて、新築や建替え、除

却も踏まえ、住宅行政や建築行政全般及び様々な施

策と共に耐震化率を共通目標にして、耐震化の推進

に取り組みます。 

 ○耐震改修を行う所有者に費用の一部を補助する

ことにより、耐震改修工事を促進した。また、大

阪北部地震後、危険なブロック塀について補助制

度を創設し、広報さかい折込チラシ同時配布、ホ

ームページでの啓発及び個別訪問を行っている。 

 

▶住宅の耐震化率 78.7%（H27）⇒95%（H37）  

※次回実績値算出時期は H32 

 

   

⑧建築物の防火改修の促進【建築都市局】 

建築物の耐震改修工事と同時に防火改修工事を行う

住宅に対して、工事費用の補助を行います。 

 

 

 ○準防火地域内における既存住宅の防火断熱改修

工事に要する費用の一部を補助することにより、

倒れにくく燃えにくいまちづくりを促進した。 

○平成 28 年度より、耐震改修と同時に行う防火断

熱改修については、防火断熱同時実施型耐震改修

工事として申請可能となり、見積もり等事務負担

の軽減に取り組んでいる。 

   

⑫特別警戒区域内の住宅除却費用や区域外移転の支

援【建築都市局】 

土砂災害特別警戒区域内に指定前から存在する建築

物に対し、所有者が除却・移転等を実施する費用の一

部について補助を行います。 

 ○土砂災害警戒区域内に指定前から存在する建築

物に対し、所有者が除却・移転等を実施する費用

の一部について補助を行った。 

 

   

⑬建造物、美術工芸品保存施設の耐震化促進【文化観

光局】 

文化財を災害から保護するため、所有者や国、大阪府

と連携して、防災意識の高揚や防災設備等の整備を

図ります。 

 ○市指定有形文化財の防災設備（自動火災報知設

備）設置に係る補助事業を推進した。 

○定期的な文化財パトロールを実施したほか、必要

に応じて（風水害時等）文化財各所のパトロール

を実施した。 

 

▶文化財パトロール 36 回／年【完了】 



【事前に備えるべき目標】 

 １ 人命の保護が最大限図られる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

１－２ 大規模津波による死者の発生 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①津波ハザードマップによる周知【危機管理室、区役

所】 

南海トラフ巨大地震による津波浸水想定や避難方

法、事前準備（避難経路・目標の確認）を分かりやす

く市民に伝えるため、津波ハザードマップを作成し、

市民に広く周知します。 

 ○津波ハザードマップを配布するとともに、各種イ

ベントにおいて、津波ハザードマップを用いて避

難方法等を説明し、周知に努めた。 

 

▶区別防災マップによる周知 H29 年度全戸配布 

 

   

②津波率先避難等協力事業所の登録推進【危機管理

室】 

より多くの市民の早期避難行動につなげるため、事

業所の従業員等が発災時に津波に関する正確な情報

入手と的確で迅速な避難行動を率先して行い、周辺

住民や避難経路沿道の市民へ避難行動を呼びかける

津波率先避難等協力事業所の登録を促進します。 

 ○津波率先避難等協力事業所の登録を促進し、事業

所の変更等があった場合は適時対応した。また、

総合防災訓練や津波避難訓練への積極的な参加

を促し、平常時の地域住民との交流を通して、発

災時に機能するよう取り組んだ。 

 

▶登録事業所数 136 事業所（H27） 

⇒141 事業所（H29）⇒170 事業所（H32） 

   

③津波避難ビルの指定及び周知【危機管理室】 

災害時要援護者や避難が遅れた方が緊急一時的に避

難するための建物を津波避難ビルとして指定し、ホ

ームページや津波ハザードマップ等を活用して市民

への周知を進めます。 

 ○平成 29 年度末時点で 139 施設を「津波避難ビル」

として指定し、区別防災マップやホームページへ

の掲載を行い、周知した。 

 

▶津波避難ビル指定数   

138 施設（H27）⇒139 施設（H29） 

▶区別防災マップによる周知 H29 年度全戸配布 



【事前に備えるべき目標】 

 ２ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、交通ネットワーク等を確保するとともに、早期復旧を図る  

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

２－１ 土木施設、ライフライン等の都市基盤施設の甚大な被害の発生 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業の推進【建

設局】 

緊急交通路等に関係する重要橋りょう 150 橋につい

て、耐震化を推進します。 

 ○平成 29 年度までに重要橋りょう 150 橋のうち

127 橋の耐震化が完了し、耐震化率は 85%となっ

た。 

 

▶150 橋耐震化率 

71%（H27）⇒ 85%（H29）⇒100%（H32） 

   

④道路の新設、改良、拡幅【建設局】 

道路は交通機能ばかりでなく電気・ガス・上下水道等

の供給処理施設の収容機能、日照・通風・樹木等景観

等の環境機能、消防活動の円滑化や延焼防止の防災

機能等の諸機能を併せ持った最も基本的な都市基盤

となる公共施設です。必要な道路の新設、既設道路の

改良（拡幅・歩道設置等）、道路のバリアフリー化の

整備を計画的に行うことにより、平常時、災害時にお

ける市民の安全を確保するとともに、全ての人や自

転車、車が安全で円滑に利用できる道路の整備を推

進します。また、電柱等の倒壊による道路の寸断を防

止するため、無電柱化を同時に推進します。 

 ○市民からの要望に基づき、生活道路の新設、改良、

拡幅を行う事業であり、関係者と協議をし、順次

事業を実施中。 

○バリアフリー法に基づく、堺市バリアフリー道路

特定事業計画により、平成 32 年度末までに市内

の重点整備地区における特定道路の整備を完了

すべく、実施した。 

 

 

 

   

⑦鉄道橋りょうの耐震強化の促進【建築都市局】 

南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に、交通機能

が寸断されないよう、緊急交通路と交差する鉄道橋

りょうの橋脚の耐震化を促進します。 

 ○南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に交通機

関が寸断されないよう、緊急交通路と交差する鉄

道橋りょうの橋脚の耐震化を促進し、平成 28 年

3 月に事業を完了した。 

   

⑨ライフライン事業者との連携【危機管理室】 

ライフラインの災害時における被害拡大防止、安定

供給及び迅速な応急復旧を行うため、平常時からガ

ス、電気、通信等のライフラインを管理する各事業者

との情報交換や連携を進めます。 

 ○ガス、電気、通信等のライフライン事業者と定期

的に意見交換を行うとともに、堺市総合防災訓練

の一部としてライフライン事業者によるライフ

ライン復旧訓練を実施するなど、連携を進めた。 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ２ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、交通ネットワーク等を確保するとともに、早期復旧を図る  

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

２－２ 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①配水池の耐震補強の推進【上下水道局】 

災害時における応急給水の確保及び、水道システム

の中枢としての機能確保のため、配水池の耐震補強

を実施します。また、耐震補強が困難な施設では更新

を行います。 

 

 

 

 ○配水池の耐震化工事を計画的に実施した。1 池で 

運用している配水池を 2 池化することにより、安

定給水の強化を行う。配水池に緊急遮断弁及び、

応急給水施設を設置することにより、災害時にお

ける応急給水の確保を図る。 

 ・岩室高地配水池 目地耐震補強工事 

  （H28～H29 完了） 

 ・岩室高地配水池 超高地配水池築造工事 

  （H28～H31 完了） 

 ・桃山台配水場受水池 目地耐震補強工事 

  （H29～H30 完了） 

 

▶配水池の耐震化率          

75%（H27）⇒77%（H29）⇒88%（H37） 

   

②上水道の耐震管路網の整備【上下水道局】 

災害時の管路破損等を防止し、給水機能を確保する

ために、経年劣化した配水支管（Φ300 ㎜以下）を 22

㎞/年更新、耐震化し、幹線管（Φ350 ㎜以上）は、

管体腐食度進行度評価等に基づき計画的に更新する

ことで、平成 37 年度末の管路耐震化率は 33.8%をめ

ざします。 

 ○災害時の管路破損等を防止し、給水機能を確保す

るために、平成 29 年度は、経年劣化した配水支

管を、22.0 ㎞更新した。なお、水道幹線管路腐食

進行度評価結果に基づき、幹線管を 2.5 ㎞更新し

た。 

 

▶全水道管路耐震化率         

22.8%（H27）⇒25.2%（H29）⇒33.8%（H37） 

   

④管路の多重化等のバックアップ機能の強化【上下

水道局】 

管路更新の時には、ループ化や他の系統からの応援

給水を考慮し整備を行うことや災害等の緊急時に隣

接市から応援給水が可能な緊急連絡管の整備を進め

ることで、バックアップ機能を強化します。 

 

 

 ○近隣事業体の水道管と本市水道管を連絡管で接続

し、水道施設損傷等事故時に水道水を融通できる

ようにする。 

 平成 29 年度は、大阪広域水道企業団、大阪狭山

市、松原市との緊急連絡管接続に関する工事を実

施。これで、緊急連絡管は大阪市と 1 ヶ所、大阪

広域水道企業団と 3 ヶ所、高石市と 2 ヶ所、富田

林市と 1 ヶ所、大阪狭山市と 3 ヶ所、松原市と 2

ヶ所の計 12 ヶ所設置済み。 

 

▶緊急連絡管整備箇所数 

 9 ヶ所（H27）⇒12 ヶ所（H29）⇒15 ヶ所（H37） 



 

 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

⑨送水管、配水幹線管へのあんしん給水栓の維持管

理等【上下水道局】 

災害時に管路が被害を受け給水機能が停止したとき

に、その復旧までの間比較的被害を受けにくい大口

径管路を利用して、市民に生活用・医療用の緊急用水

を供給する施設である、あんしん給水栓について、維

持管理を継続的に行います。また、災害時に応急給水

活動を円滑に実施するために、給水拠点を整備しま

す。 

 ○堺市内のあんしん給水栓 46 基（堺市設置 12 基、

大阪広域水道企業団設置 34 基）の点検を計画的

に実施している。点検内容は設備の環境調査のほ

か、給水口から出る水の残留塩素濃度の確認等を

行っている。 

 平成 29 年度は 44 基（堺市設置 12 基、大阪広域

水道企業団設置 32 基）の点検を実施した。 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ２ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、交通ネットワーク等を確保するとともに、早期復旧を図る  

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

２－３ 下水道施設等の長期間にわたる機能停止 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①下水道建設構造物の改築・更新時の耐震診断・補強

【上下水道局】 

既存の下水処理場・下水ポンプ場に対して耐震診断

を行い、耐震性能を把握するとともに、大規模な地震

に耐え得る耐震性能を保持していない主要な施設に

対して耐震補強を実施します。 

 

 

 

 ○既存の水再生センター・ポンプ場において、耐震

診断を実施し、耐震性能を把握するとともに、大

規模な地震および津波に耐えうる耐震性能を確

保していない主要な施設に対し、耐震化を推進し

ている。 

・三宝下水処理場 1 系最終沈殿池棟耐震補強工事

【完成】 

・堅川下水ポンプ場ほか耐震補強工事（堅川・古川・

戎橋下水ポンプ場）【完成】 

・泉北水再生センター1 系機械棟耐震補強工事【着

手】 

 

▶耐震化率（処理場・ポンプ場の建築物）  

77.3%（H27）⇒97.6%（H29）⇒100%（H30） 

   

②下水道処理施設の設備類の耐震化【上下水道局】 

被災時においても施設の機能を保持できるように、

改築更新事業に併せて設備類の耐震化を推進しま

す。 

 ○下水道処理施設の設備類の耐震化については、平

成 27 年度以前から実施しており、現在耐震化は

完了している。 

 

   

③既設下水管の耐震補強【上下水道局】 

大規模地震により管路施設の機能が損壊されると汚

水、雨水が市街地内に滞留し、都市機能や環境衛生に

大きな打撃を与えることがあります。そのため、災害

時においても公衆衛生の保全、浸水被害の防除、トイ

レの使用の確保、応急対策活動の確保という下水道

が最低限有すべき機能が確保できるよう既設下水管

の耐震補強を実施します。 

 ○平成 29 年度実績 

 （業務）診断業務   2 件 

     実施設計業務 3 件 

 （工事）耐震化工事  3 件 

 

▶重要な管きょ耐震対策率         

79.5%（H27）⇒99.5%（H29）⇒100%（H31） 



【事前に備えるべき目標】 

 ３ 消火・救助・医療活動等が迅速に行われる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

３－１ 自衛隊、警察、消防等の被災等による消火・救助・救急活動等の絶対的不足 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①（仮称）堺市総合防災センターの整備【消防局、危

機管理室】 

本市内陸地域の防災拠点として、消防職員や消防団

員の災害対応能力を向上するための高度訓練施設機

能、自主防災組織や小中学生等の市民の訓練・啓発機

能、災害用備蓄倉庫、災害時における緊急消防援助隊

等の活動拠点や支援物資の配送拠点機能を備えた

（仮称）堺市総合防災センターを整備します。 

 ○用地である芋池の敷地造成外工事を平成 31 年 12

月まで実施予定であり、併せて、建設工事、展示

施工業務の設計を平成 30 年度末までに実施予定。 

○平成 29 年度は基本設計を完了した。 

 

 

   

②自主防災組織の活動促進・支援【区役所、危機管理

室】 

災害時に地域住民が協力して避難、初期消火、救助、

避難所運営等ができるよう、自主防災組織等が行う

防災訓練の実施支援やリーダーとなる人材の育成な

ど、自主防災活動の促進・支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 ○区役所の主な取組 

【美原区役所】 

・美原区内の自主防災組織相互の連携を密にし、自

主防災体制の充実、強化を図ることを目的に設置

された「美原区自主防災連絡協議会」の事務局と

して事業の実施や活動の支援を行った。また、防

災リーダーの育成を図ることを目的に、地域の防

災士を対象に、防災活動が有効に機能するための

事業として、実技研修会及び防災講習会のほか、

防災マイスターによる訓練指導を 2 校区の防災訓

練で実施した。 

○危機管理室の主な取組 

 平成 27 年度から実施した「避難所運営等アドバ

イザリー業務」で得られた知見を基に、各校区自

主防災組織が各活動段階において活用できる「地

域防災力向上マニュアル」を平成 30 年 2 月に作

成した。 



 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

⑩小型動力ポンプの整備【消防局】 

上町断層による地震が発生した場合には、1 日あたり

最大 169 件の火災が想定されており、平常時の隊編

成では多くの火災の対応ができない危険性があるた

め、地震発生時、参集した消防職員が 1 件でも多く

の火災に対応ができるよう、小型動力ポンプの増強

整備を推進します。 

 

 

 

 ○地震による炎上火災最大想定数 169 件（上町断層

帯地震）に対応すべく、小型動力ポンプを年度ご

とに増強整備している。現状は以下のとおり。 

・公設消防（ポンプ積載消防車両 58 台、小型動力

ポンプ 36 台）計 94 台 

・堺市美原消防団（消防ポンプ車 3 台、小型動力ポ

ンプ 3 台）計 6 台 

・高石消防団（消防ポンプ車 1 台、小型動力ポンプ

3 台）計 4 台 

・平成 21 年度当時、未対応となる火災 93 件（当時

数）を半減化（47 台の小型動力ポンプを増強）す

ることを目標とし、合計 61 台の整備計画を立て

現在 42 台を配備している。 

 

▶1 火災 1 隊対応での火災対応率（169 件火災想定） 

 61.2%（H27）⇒61.5%（H29）⇒71.8%（H30） 

   

⑬ため池防災ネットワーク水路整備事業【産業振興

局】 

地区の自治会や水利組合との協働により、ため池の

持つ多面的機能の一つ『利水』に着目し、池下流にあ

る農業用水路にゲートや角落としを設置し、ため池

の水を火災などの災害時の防火用水などに利用する

「ため池防災ネットワーク水路」の整備を行います。 

 ○平成 29 年度以前に 2 地区で実施したが、既存の

農業用水路で現状の施設を活用することにより、

一定同等程度に消火用水を利用することができ

るため、今後の当事業の在り方について、検討を

行った。 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ３ 消火・救助・医療活動等が迅速に行われる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

３－２ 医療施設及び関係者の絶対的不足、医療機能の麻痺 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①医療関係機関相互の連携強化・健康危機管理対策

の充実【健康福祉局、堺市立総合医療センター】 

災害拠点病院としての堺市立総合医療センターを中

心とした医療関係機関等の連携を強化するととも

に、医療従事者、医療機材、医薬品の確保など救急救

護体制を整備します。また、保健所を中心として生活

衛生や感染症等の健康危機管理対策を推進します。 

 

 ○災害拠点病院である堺市立総合医療センターが

主導的な役割を果たし、堺市医師会をはじめとし

た関係機関とともに堺地域災害医療救護対策協

議会が平成 29 年に設立された。当該協議会には、

本市職員がオブザーバーとして参加し、地域医療

機関との災害時における医療連携体制について

情報共有を行った。また、平成 14 年 1 月 28 日に

整備された健康危機管理総合基本指針に基づき、

健康危機管理対策を推進している。 

   

2-2-3 避難所等への給水ルートの耐震化等【上下水道

局】 

平成 37 年度末の避難所等への給水ルートの耐震化率

92%をめざして、優先的に管路耐震化を進めること

で、必要な耐震管路網を構築し、災害時における指定

避難所・医療施設等への給水ルートの早期確保を図

ります。また、小学校を対象とし災害時給水栓を設置

します。 

 ○平成 37 年度末の避難所等への給水ルートの耐震

化率 92%をめざして、優先的に管路耐震化を進め

ることで、必要な耐震管路網を構築し、災害時に

おける指定避難所・医療施設等への給水ルートの

確保を進めた。また、小学校を対象とした災害時

給水設備を設置した。 

 平成 29 年度は、18 ヶ所の災害時給水設備を設置

した。 

 

▶避難所等への給水ルートの耐震化率 

 60%（H27）⇒69%（H29）⇒92%（H37） 

▶災害時給水栓設置数 

 0 基（H27）⇒18 基（H29）⇒91 基（H34） 

   

②災害時医療体制の整備【健康福祉局】 

以下に挙げる災害時の医療救護活動が、迅速かつ適

切に行えるような災害時医療体制の整備を行いま

す。 

・医療情報連絡員による負傷者の数、病院・診療所（救

急告示病院・透析診療所）の被害調査 

・医師会・歯科医師会・薬剤師会への協力・出動要請 

・救護班・救護所の検討・設置 

 ＞拠点救護所の開設（急病診療センター等 2 箇所） 

 ＞臨時救護所の設置（各中学校 43 箇所） 

 ＞医療器材及び医薬品の配備 

 ＞各避難所等において臨時救護所開設の周知 

 ○避難所及び救護所における医療救護活動を円滑

に実施するため、堺市医師会、堺市歯科医師会、

狭山美原歯科医師会、堺市薬剤師会と「災害時に

おける医療救護活動に関する協定」を平成 29 年

11 月 30 日に締結した。 

○平成 29 年 7 月 29 日に実施された DMAT が参加

する大阪府大規模地震時医療活動訓練に合わせ、

本市でも同日、災害時の医療救護体制整備に係る

訓練を実施した。訓練後、参加者での意見交換を

行い、さまざまな課題を共有できた。 

 



 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

④緊急医療班及び医療ボランティア等の受入体制の

整備【健康福祉局】 

以下に挙げる緊急医療班及び医療ボランティア等の

要請及び受入れが円滑に実施できる体制の整備に努

め、堺市医師会や他の医療機関等との効果的で効率

的な連携体制を確立します。 

・医師会、歯科医師会、薬剤師会への迅速な協力要請 

・救護班の派遣依頼 

・救護所等の設置及び医師会会員の救護所への参集

体制の確認 

・救護班の受入調整及び受入リスト（派遣元、配置先、

救護班員、診療科目、携行品等）の作成 

・救護所での必要物品の確保 

・救護班の交通手段・食料・宿舎の確保 

 ○避難所及び救護所における医療救護活動を円滑

に実施するため、堺市医師会、堺市歯科医師会、

狭山美原歯科医師会、堺市薬剤師会と「災害時に

おける医療救護活動に関する協定」を平成 29 年

11 月 30 日に締結した。 

○（仮称）災害時医療救護活動マニュアルの素案を

策定し、各関係課及び関係団体との調整を進めて

いる。 

 

 

 

   

3-1-5 市民自身による救命活動の促進【消防局】 

市民の皆様や事業所等を対象として、家族等の救命

活動を市民自ら行えるように、心肺蘇生や AED の使

い方、けがの手当など、応急手当講習を推進します。 

 

 

 

 ○定期救命講習会の実施 

 救命入門コース・普通救命講習Ⅰ・上級救命講習・

応急手当普及員講習・応急手当普及員再講習を消

防局庁舎にて年間 20 回実施。 

○応急手当指導員の派遣による救命講習会の実施 

 救命講習会の要請依頼を受けた団体のもとへ消

防局の職員を派遣し救命入門コース及び普通救

命講習Ⅰ講習会を実施。上記救命講習会の受講者

数を年間約 1 万人以上としている。 



【事前に備えるべき目標】 

 ３ 消火・救助・医療活動等が迅速に行われる 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

３－３ 疾病・感染症等の大規模発生 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

2-3-1 下水道建設構造物の改築・更新時の耐震診断・ 

補強【上下水道局】 

既存の下水処理場・下水ポンプ場に対して耐震診断

を行い、耐震性能を把握するとともに、大規模な地震

に耐え得る耐震性能を保持していない主要な施設に

対して耐震補強を実施します。 

 

 

 

 ○既存の水再生センター・ポンプ場において、耐震

診断を実施し、耐震性能を把握するとともに、大

規模な地震および津波に耐えうる耐震性能を確

保していない主要な施設に対し、耐震化を推進し

ている。 

・三宝下水処理場 1 系最終沈殿池棟耐震補強工事

【完成】 

・堅川下水ポンプ場ほか耐震補強工事（堅川・古川・

戎橋下水ポンプ場）【完成】 

・泉北水再生センター1 系機械棟耐震補強工事【着

手】 

 

▶耐震化率（処理場・ポンプ場の建築物） 

 77.3%（H27）⇒97.6%（H29）⇒100%（H30） 

   

2-3-2 下水道処理施設の設備類の耐震化【上下水道 

局】 

被災時においても施設の機能を保持できるように、

改築更新事業に併せて設備類の耐震化を推進しま

す。 

 ○下水道処理施設の設備類の耐震化については、平

成 27 年度以前から実施しており、現在耐震化は

完了している。 

 

   

2-3-3 既設下水管の耐震補強【上下水道局】 

大規模地震により管路施設の機能が損壊されると汚

水、雨水が市街地内に滞留し、都市機能や環境衛生に

大きな打撃を与えることがあります。そのため、災害

時においても公衆衛生の保全、浸水被害の防除、トイ

レの使用の確保、応急対策活動の確保という下水道

が最低限有すべき機能が確保できるよう既設下水管

の耐震補強を実施します。 

 ○平成 29 年度実績 

 （業務）診断業務   2 件 

     実施設計業務 3 件 

 （工事）耐震化工事  3 件 

 

▶重要な管きょ耐震対策率 

 79.5%（H27）⇒99.5%（H29）⇒100%（H31） 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ４ 制御不能な二次災害を発生させない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

４－１ ため池の損壊や農地の荒廃による被害の拡大 

 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①地震防災上必要なため池の計画的整備【産業振興

局】 

ため池の堤体崩壊により、下流域の人家・農業施設・

公共施設等に甚大な被害を及ぼす恐れがあるため、

損傷・変形を受けても貯水機能を保持し、下流域の二

次災害を防止するため、管理者や関係機関との協議・

調整を行い、順次計画的な耐震化整備を推進します。 

 ○下流域への影響度の高いため池より大阪府営事

業によるため池耐震診断を 6 ヶ所実施した。今後

は、診断結果をもとに計画的に耐震化を進めてい

く。 

 

 

   

②市街地及びその周辺の農地の適切な保全・活用【産

業振興局】 

市街地及びその周辺の農地は、良好な環境の確保は

もとより、延焼遮断帯・緊急時の避難地等、防災上重

要な役割を担うことから、防災協力農地登録制度を

適切に活用することで、オープンスペースの確保を

図ります。 

 ○市の広報のほか農家の研修会等を利用して農家

に周知を図り、登録するように働きかけた。 

 

▶防災協力農地面積 

8.5 ㏊（H27）⇒8.3 ㏊（H29）⇒22 ㏊（H32） 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ４ 制御不能な二次災害を発生させない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

４－２ 有害物質等の大規模拡散・流出 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①事業所からの管理化学物質の流出防止に対する推

進【環境局】 

大規模災害発生に伴う有害化学物質の周辺環境への

飛散・流出を防止するため、「大阪府化学物質管理適

正指針」に基づき、一定規模以上の事業者に対して、

化学物質の管理計画書の提出を義務化し、大規模災

害発生時の環境リスクの低減を促進します。 

 ○「大阪府化学物質管理適正指針」に基づき、一定

規模以上の事業者に対して、化学物質管理計画書

の提出を義務化し、平成 26 年度から平成 28 年度

までに市内全ての対象事業者から既に提出され

ている。 

 

   

②危険物災害予防対策の推進【消防局】 

危険物施設を保有する事業所への立入りや講習会、

研修会等の機会を捉え、関係者に対し保安教育を行

い、自衛消防組織の充実強化を図り、各種訓練の実施

を促進するとともに、消防関係法令の技術基準や規

制の遵守を指導します。 

 

 

 

 ○危険物施設の許認可申請時において、消防関係法

令の遵守について指導した。また、危険物施設に

対して年 1 回以上の定期査察を行い、危険物施設

及び石油コンビナート等災害防止法に基づく防

災資機材等の適切な維持管理と保安管理につい

て指導するとともに、管内外の事故の教訓に基づ

き、安全対策指導を実施した。 

 そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及

び官民一体となった事故防止対策の推進を図っ

た。 

   

③工場や事業所の自主保安や防災体制の充実【産業

振興局、消防局】 

コンビナート災害等を防止するため、危険物や高圧

ガス等の危険要因を有する工場や事業所の自主保安

や防災体制の充実を促進します。 

 

 

 

 ○石油コンビナート等災害防止法に規定される特定 

事業所等に対して立入検査を行うとともに、施設 

の耐震性強化など地震対策の推進を促した。 

 また、関係機関及び事業所と連携しながら、大阪 

府石油コンビナート等防災計画に示されている防 

災・減災対策を推進している。 

 そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸 

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開 

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及 

び官民一体となった事故防止対策の推進を図った 



【事前に備えるべき目標】 

 ４ 制御不能な二次災害を発生させない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

４－３ 風評被害等による経済等への甚大な影響 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①ホームページ等による情報発信や報道機関への情

報提供等の体制整備【市長公室】 

要配慮者に配慮しながら、災害の状況、被災者に対す

る生活情報や応急活動の実施状況等の災害関連情報

を市ホームページ等により迅速に発信し、また、報道

機関にも定期的に発表できるよう体制を整えます。 

 ○災害の状況、被災者に対する生活情報や応急活動

の実施状況等の災害関連情報を市ホームページ

により迅速に発信し、また、報道機関にも定期的

に発表できるよう体制を整えている。 

 

▶大規模災害時用ホームページ切替え訓練実施回

数 1 回／年【完了】 



【事前に備えるべき目標】 

 ５ 必要不可欠な行政機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

５－１ 職員・施設の被災等による市役所の機能不全 

 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

②非常用電源設備の機能強化【総務局、区役所、上下

水道局、消防局】 

災害対応の中核となる市役所本庁舎、区役所、上下水

道局庁舎、消防本部等は、非常用電源設備の増強や代

替手法の検討など、機能強化を推進する。 

 

 

 

 

 

 ○市役所本庁舎 

 本 館：発電量 2,000kVA（1,600kW）、持続時間

72 時間の非常用発電機設備を地下 3 階

に設置 

 高層館：発電量 750kVA（600kW）、持続時間 8 時

間の非常用発電機設備を地下 4 階に設置 

○区役所 

 各区役所に非常用電源設備を設置している。総務

省が望ましいとの見解を示す「72 時間稼働」につ

いては、72 時間稼働させるための燃料を蓄えてお

くタンクを設置するため大規模な工事が必要で

あること、また、現在の非常用電源設備が古くな

っていることを踏まえ、対応を検討している。 

○上下水道局庁舎 

 上下水道局本庁舎には関西電力からの電力供給

が停止した場合における非常用自家発電設備と

して、都市ガス及びプロパンガスで発電を行うガ

スコージェネレーション設備が 2 基設置されてい

る。これらは、停電時に自動的に起動し、都市ガ

ス発電時には 220kW、プロパンガス（3,000 ㎏備

蓄）発電時には 75kW（最大 5 日間）の発電を行

い、最低限の庁舎機能の確保が可能となる。さら

に、上記設備が機能しない場合を想定し、各階に

小型発電機を設置するとともに、必要な燃料につ

いても常時備蓄している。 

○消防本部 

 地震・津波等の災害発生時においても、消防庁舎

機能を維持できるよう、消防局の全ての施設に自

家用発電設備を設置し、全施設の自家用発電設備

において当該装置の作動が完全に発揮できると

ともに、より一層の永続性と非常時の使用に支障

がないよう保守点検を実施している。 



 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

③非常用電源設備等の燃料調達計画の作成・推進【危

機管理室】 

電源設備の増強、備蓄量の増大を全庁的に推進する

には、導入及び維持管理に多大なコストを要するた

め、業界団体等との燃料調達に関する協定を締結す

るなど、燃料調達方法に関する具体的方策を検討し

ます。 

 ○本市独自の燃料供給体制の確保のため、小型ロー

リーを有する給油所 4 者及び自家用給油設備を有

する 4 者と協定を結ぶとともに、市内 3 ヶ所に仮

設燃料供給拠点（青空給油所）を確保した。これ

らの内容を踏まえ、平成 30 年 3 月に堺市災害時

物資供給マニュアル「燃料編」を策定した。 

 

   

⑦非常時優先業務の業務継続【危機管理室、各局】 

災害時の行政機能が低下した状況下においても、業

務継続計画に基づいて市が実施すべき重要業務を優

先的に継続して行うことにより、市民生活等への影

響を最小限に止めます。業務継続計画は、訓練等によ

り抽出された問題点等を踏まえて、継続的に改定、見

直しを行います。 

 ○訓練等により抽出された問題点等を踏まえて、28

局中 10 局が業務継続計画の見直しを行った。 

 

 

 

   

⑩職員用備蓄食糧等の確保【総務局、上下水道局】 

大規模災害時の職員用の備蓄（飲料水及び食料）を確

保し、災害対策本部等の機能確保と適切な災害応急

活動の実施に備えます。 

 ○平成 29 年度から平成 31 年度の 3 年間で、3 日分

の確保を予定しており、平成 29 年度はアルファ

化米 750 食、保存水 11,016 本、保存用ビスケッ

ト 11,040 食を確保した。 



【事前に備えるべき目標】 

 ５ 必要不可欠な行政機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

５－２ 防災関係機関や民間企業と連携がとれず災害対策が麻痺 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

5-1-11 自治体等からの受援体制の構築【危機管理室】 

大規模災害時の職員の被災や災害対応業務が増大す

る状況においても行政機能を維持・継続していくた

め、他の自治体や団体、民間事業者等から支援を要す

る業務や受入れ場所等の受援内容をあらかじめ定め

た「堺市受援計画」を策定します。 

 

 ○平成 30 年 2 月に「堺市災害時受援計画」を策定

した。計画では、災害時に受援を必要とする主要

な業務であり、あらかじめ要請手順を定めること

により迅速・的確な災害対応が図られる 17 業務

を選定し、応援受入手順等を決定した。今後は、

受援計画検証訓練を実施し、計画の実効性を検証

するとともに、随時内容の見直しを行う。 

   

③福祉関係機関や福祉サービス事業者との連携【健

康福祉局】 

障害者や高齢者等の避難支援において、特性に応じ

た支援や配慮すべきことについて、地域住民等への

啓発を進めるとともに、平常時においても地域の防

災訓練への障害者や高齢者等の参加等による地域と

のつながりを推進します。また、平常時から利用者の

ことをよく理解している福祉関係機関や福祉サービ

ス事業者とも連携をしながら、被害の軽減をめざし

ます。 

 ○避難行動要支援者一覧表を作成し、民生委員児童

委員連合会や自治連合会などの地域との連携に

努めている。また、「要配慮者」にはどのような支

援をすればよいかを考えるために作成した「安心

の第一歩～要配慮者・避難行動要支援者の支援に

向けて～」の冊子を地域包括支援センターなどに

配布するなど、関係機関への要配慮者支援の周

知、啓発に努めた。 

 

   

3-1-7 総合防災訓練の継続的な実施【危機管理室】 

組織動員、避難、通信、消火、救助・救急、医療、ラ

イフライン対応、緊急輸送等を行う職員及び関係機

関による総合的訓練を年 1 回継続的に実施します。

訓練の成果・検証を次回訓練に反映し、防災体制、訓

練手法等を毎年改善します。また、災害図上訓練を継

続的に実施します。 

 ○堺市総合防災訓練を 11 月 5 日（津波防災の日）

に継続して実施した。平成 29 年度は、発災時の

災害対策本部の情報収集について、ドローンの活

用方法を検証するため訓練を実施した。 

 

 

   

⑥災害ボランティアとの連携【健康福祉局】 

災害ボランティアの受入れ・派遣等を行う災害ボラ

ンティアセンターの円滑な設置・運営を行うため、社

会福祉協議会やボランティア連絡会等と連携し、そ

の体制を構築します。また、社会福祉協議会における

災害ボランティアの登録を促進します。 

 ○社会福祉協議会（以下、堺市社協）の主催で実施

されている、堺市社協災害ボランティアセンター

協働運営ネットワーク会議及び災害ボランティ

アセンター設置・運営シミュレーションへの参加

により、堺市社協をはじめ、ボランティア連絡会

や NPO 法人と日頃から連携を図っている。 



【事前に備えるべき目標】 

 ５ 必要不可欠な行政機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

５－３ 甚大な被害を受けた南大阪地域の市町村との相互応援体制の麻痺 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①南大阪地域の市町村との相互応援体制の強化【危

機管理室】 

南大阪地域の中核的都市として、平常時から泉州地

域や南河内地域の市町村との情報交換や相互応援訓

練等の実施により相互応援体制の強化を図ります。 

 

 ○発災時に相互応援協定を円滑に適用できるよう、

平時より泉州地域及び南河内地域の自治体と「顔

の見える関係」の構築に努めている。平成 29 年

度は堺市総合防災訓練に熊取町が参加したほか、

特に和泉市や松原市、高石市等の隣接自治体とは

災害対応状況の情報交換を頻繁に行った。 

 

▶相互応援協定の締結 南河内地域自治体（H23） 

 泉州地域自治体（H25） 

   

3-1-1（仮称）堺市総合防災センターの整備【消防局、 

危機管理室】 

本市内陸地域の防災拠点として、消防職員や消防団

員の災害対応能力を向上するための高度訓練施設機

能、自主防災組織や小中学生等の市民の訓練・啓発機

能、災害用備蓄倉庫、災害時における緊急消防援助隊

等の活動拠点や支援物資の配送拠点機能を備えた

（仮称）堺市総合防災センターを整備します。 

 ○用地である芋池の敷地造成外工事を平成 31 年 12

月まで実施予定であり、併せて、建設工事、展示

施工業務の設計を平成 30 年度末までに実施予定。 

○平成 29 年度は基本設計を完了した。 

 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ６ 必要不可欠な情報通信機能を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

６－１ 情報伝達の不備等で避難行動の遅れ等による死傷者の発生 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

1-2-6 多様な情報伝達手段の充実【危機管理室、健康

福祉局】 

災害発生時に必要な情報を市民に広く届けられるよ

う、テレビやラジオだけでなく緊急速報エリアメー

ルや防災情報メール、防災スピーカー、ホームペー

ジ、ツイッター、災害情報 FAX など、多様な情報伝

達手段を用いた情報発信を要配慮者の特性も踏まえ

て充実させます。また、障害者への避難生活支援情報

等は、関係機関等と連携し、避難所等への手話通訳

者、要約筆記者等の派遣や点字、音声などの手段を用

いて適切に障害者に届くように体制を整備します。 

 

 

 ○現在、堺市からの災害情報の発信は最大で 10 種

類の手法で実施している。平成 29 年度には災害

情報 FAX について、障害者団体と意見交換を重ね

たうえで、障害者の方によりわかりやすいものに

なるよう、文言の修正やイラストの多用などの改

善を行った。 

○「堺市避難所運営マニュアル」において、避難所

における要配慮者への対応を障害種別ごとに記

載している。また、災害時には支援者も被災者と

なる可能性があり、平常時と同様の体制を確保す

ることが困難と予想されるため、避難所等への手

話通訳者等の派遣も含め、障害者への情報提供等

の体制整備については、市全体の防災体制のあり

方の中で現在検討中である。 

 

▶同報系屋外スピーカー整備数 

 120 基（H27）⇒121 基（H28）【完了】 

   

①外国人への支援体制等の整備【文化観光局、危機管

理室】 

災害時多言語支援センター設置訓練や災害時ボラン

ティア通訳の育成、多言語ラジオ放送での防災情報

の提供など、災害時に備えた外国人支援体制を整備

します。併せて、外国人市民の防災訓練への参加支援

や多言語による防災情報の提供など、外国人市民へ

の啓発事業を行います。また、外国人旅行者への避難

情報伝達や帰国支援対策を進めます。 

 

 

 ○平成 29 年 7 月 18 日、堺留学生会館にて大阪府国

際交流財団と共催で、災害時多言語支援センター

設置訓練を実施した。 

○平成 30 年 1 月 20 日、市役所本庁舎前にて「外国

人のための無料相談会・防災講習会・炊き出し体

験会」を実施した。 

○多言語による防災ハンドブック（7 言語）を作成

しており、関係各所に配架している。 

○多言語によるラジオでの防災情報提供を行う協

定をラジオ業者と締結しており、防災情報提供を

行うことができる体制を整えている。 

○地域防災計画の見直しに伴い、災害時多言語支援

センター設置を明記した。 

 

▶災害時多言語支援センター設置訓練の実施 

 1 回／年【完了】 



 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

5-1-9 防災拠点間の情報共有体制の整備【危機管理

室】 

災害対策本部や区災害対策本部、指定避難所等の防

災拠点間における迅速な被害情報収集や正確な相互

の情報伝達が円滑に行えるように無線通信施設や防

災情報システムの整備及び運用の強化を図ります。 

 ○災害時の対応拠点となる市役所本庁、区役所、各

出先機関及び各指定避難所には移動系防災行政

無線が整備されており、定期的に拠点間の通信訓

練を実施している。 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－１ 市民の防災意識の欠如による被害拡大 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①防災知識の普及啓発【危機管理室、区役所、健康福

祉局】 

防災訓練や出前講座、区域毎の行事など、あらゆる機

会を通じて市民に対して災害の知識や日ごろの備

え、自主防災活動の必要性、要配慮者への支援等の普

及啓発を行います。また、要配慮者やその家族等に対

しても、特性に応じた備え等の啓発を行います。 

 

 

 ○各区役所の主な取組 

・区内の各地区からの依頼に応じて「出前講座（地

震や風水害などの災害に備えて、自らの安全を守

る方法や地域の防災への取組の必要性などにつ

いて講義する）」を実施した。 

・防災の日（9 月 1 日）及び防災週間（8 月 30 日～

9 月 5 日）、防災とボランティアの日（1 月 17 日）

及び防災とボランティア週間（1 月 15 日～1 月

21 日）に、地域の自主防災活動やボランティア活

動の理解を深め、災害への備えを充実させること

を目的としたパネル展示を行った。 

   

3-1-2 自主防災組織の活動促進・支援【区役所、危機 

管理室】 

災害時に地域住民が協力して避難、初期消火、救助、

避難所運営等ができるよう、自主防災組織等が行う

防災訓練の実施支援やリーダーとなる人材の育成な

ど、自主防災活動の促進・支援を行います。 

 

 

 

 ○区役所の主な取組 

【美原区役所】 

・美原区内の自主防災組織相互の連携を密にし、自

主防災体制の充実、強化を図ることを目的に設置

された「美原区自主防災連絡協議会」の事務局と

して事業の実施や活動の支援を行った。また、防

災リーダーの育成を図ることを目的に、地域の防

災士を対象に、防災活動が有効に機能するための

事業として、実技研修会及び防災講習会のほか、

防災マイスターによる訓練指導を 2 校区の防災訓

練で実施した。 

○危機管理室の主な取組 

 平成 27 年度から実施した「避難所運営等アドバ

イザリー業務」で得られた知見を基に、各校区自

主防災組織が各活動段階において活用できる「地

域防災力向上マニュアル」を平成 30 年 2 月に作

成した。 



 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

1-1-4 耐震改修のきめ細かな啓発活動と相談の実施

【建築都市局】 

多くの人に耐震改修の必要性を理解してもらうた

め、チラシの配布や区民祭りへの参加などキャンペ

ーン活動を継続して実施するとともに、耐震診断は

行ったが改修をまだ実施していない人への戸別訪問

やお出かけ相談会の開催など、きめ細かく積極的に

耐震改修をコーディネートします。 

 ○市のホームページでの啓発、広報さかいでの折込

チラシ配布、区民まつりでの出展、出前講座、過

去に堺市で耐震診断を行った方を対象とした相

談会実施等を行い、住宅・建築物の耐震改修の促

進を行った。 

 

 

   

3-1-1（仮称）堺市総合防災センターの整備【消防局、 

危機管理室】 

本市内陸地域の防災拠点として、消防職員や消防団

員の災害対応能力を向上するための高度訓練施設機

能、自主防災組織や小中学生等の市民の訓練・啓発機

能、災害用備蓄倉庫、災害時における緊急消防援助隊

等の活動拠点や支援物資の配送拠点機能を備えた

（仮称）堺市総合防災センターを整備します 

 ○用地である芋池の敷地造成外工事を平成 31 年 12

月まで実施予定であり、併せて、建設工事、展示

施工業務の設計を平成 30 年度末までに実施予定。 

○平成 29 年度は基本設計を完了した。 

 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－２ 大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足等 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①帰宅支援体制の構築【危機管理室】 

交通機関の途絶により徒歩帰宅を余儀なくされる人

に対し、情報提供等による円滑な帰宅を支援するた

め、帰宅支援マップや広域避難地・避難所案内表示板

の作成等の対策を検討します。また、市外滞在時に被

災した市民が早期に帰宅できるための支援対策を大

阪府や大阪市等と連携して進めます。 

 ○今後予定している帰宅困難者の一時滞在施設の

調整や、鉄道事業者等を含めた協議会の開催につ

いての検討を開始した。 

○次年度以降上記検討事項を具体化していく予定

である。 

 

   

③企業への帰宅困難従業員対策の啓発【危機管理室】 

帰宅できない従業員に対しての自助対策として、発

災直後から 3 日間程度の食糧・飲料水等の備蓄、通

信手段の確保、徒歩帰宅経路の事前確認等を推進し

てもらうよう啓発に努めます。 

 ○企業へのチラシの配布等、啓発方法について検討

を開始した。 

 

 

   

④授業中や登下校中の幼児・児童・生徒の安全確保

【子ども青少年局、教育委員会】 

授業中や登下校中に大規模地震が発生した場合、幼

児・児童・生徒が帰宅することが困難な状況に陥るこ

とが想定されます。教職員等が幼児・児童・生徒の安

全を確保し、保護者への引き渡しを迅速かつ的確に

行うことができる体制を構築します。 

 

 

 

 ○子ども青少年局の主な取組 

 保育教諭等が災害発生時に乳幼児等の安全を確

保できるよう、月 1 回以上の災害避難訓練を実施

した。また、保護者への引き渡しを迅速かつ的確

に行うことができる体制を構築するため、「引き

渡しカード」の作成を行っている。 

○教育委員会の主な取組 

 教育委員会が定めた「学校園における地震・津波

対応マニュアル」において、大地震が発生した場

合に子どもの生命・安全を守るために教職員が果

たすべき役割等に関して基本的な事項を示して

おり、本マニュアルを基に各学校園がそれぞれの

実情等を考慮して防災体制を構築している。 



【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－３ 劣悪な避難所運営等による災害関連死の発生 

 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

3-1-4 良好な生活環境を確保した避難所運営体制等

の構築【危機管理室、区役所、健康福祉局】 

指定避難所を情報・物資・健康・医療等の地域の支援

拠点と位置付け、自助・共助・公助の役割に応じて女

性や要配慮者等に配慮した避難所の運営体制や環境

整備、在宅避難者・車中泊者等の把握、保健師等の派

遣、福祉サービスの提供など、被災者の心身の健康を

守り、良好な生活環境を確保した避難所運営体制等

を構築します。 

 

 

 ○健康福祉局の主な取組 

 避難行動要支援者訪問調査結果をもとに、要配慮

者の特性の把握に努めた。その特性を分析し、標

準化を図ることで、避難所での要配慮者支援に活

かす準備を進めている。 

○区役所の主な取組 

【美原区役所】 

「地域による避難所運営検討支援事業」として、

校区単位で指定避難所の運営や防災上の課題な

どに関するワークショップや訓練を行い、校区独

自の避難所運営マニュアル等の作成、見直しを支

援している。 

   

2-3-6 マンホールトイレの整備【上下水道局、危機管

理室】 

被災時のトイレ機能の確保等を目的として、防災拠

点（区役所、小学校）にマンホールトイレを整備する

とともに、マンホールトイレ下流の下水道管の耐震

化を図ります。 

 ○マンホールトイレについて、区役所に 30 基、市

立小学校及び上神谷支援学校あわせて 470 基を

整備済み。 

○平成 29 年度実績 

 （工事）マンホールトイレ設置工事 2 件 

 

▶小学校におけるトイレ機能確保率      

78.5%（H27）⇒100%（H29）【完了】 

▶重要な管きょ耐震対策率 

 79.5%（H27）⇒99.5%（H29）⇒100%（H31） 

   

①福祉避難所の指定及び適切な運営【危機管理室、健

康福祉局】 

障害福祉サービス事業者等と連携して、福祉避難所

の指定を進めるとともに、要配慮者の特性に応じた

福祉避難所開設・運営マニュアルの整備や開設・運営

訓練の実施など、適切な福祉避難所の開設・運営支援

を実施します。 

 ○避難行動要支援者訪問調査結果をもとに、要配慮

者の特性の把握に努めた。その特性を分析し、標

準化を図ることで、避難所での要配慮者支援に活

かす準備を進めている。 

 

▶福祉避難所指定数 

80 ヶ所（H27）⇒80 ヶ所（H29） 



 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

②避難行動要支援者の避難支援体制の整備【健康福

祉局、危機管理室、区役所】 

民生委員児童委員による避難行動要支援者への訪問

調査を推進し、本人の意思及び個人情報の保護に十

分に留意しつつ、避難行動要支援者の個々の状況に

応じた個別の避難計画の策定を促進するなど、地域

支援者等を主体とした共助によるより効果的な避難

支援体制づくりを進めます。 

 

 ○身体障害者手帳 1・2 級所持者や要介護認定を受

けている高齢者などの対象者のうち、民生委員児

童委員による訪問調査を希望した方には心身の

状況、家族の状況などを聞き取り、避難行動要支

援者台帳を作成している。この台帳をもとに個人

情報利用の本人の同意があった方について、避難

行動要支援者一覧表を作成し、地域・行政で共有

し、災害発生時に備え、日常の見守り活動や自主

防災活動などの地域の取組に活用している。 

   

6-1-1 外国人への支援体制等の整備【文化観光局、危 

機管理室】 

災害時多言語支援センター設置訓練や災害時ボラン

ティア通訳の育成、多言語ラジオ放送での防災情報

の提供など、災害時に備えた外国人支援体制を整備

します。併せて、外国人市民の防災訓練への参加支援

や多言語による防災情報の提供など、外国人市民へ

の啓発事業を行います。また、外国人旅行者への避難

情報伝達や帰国支援対策を進めます。 

 

 

 ○平成 29 年 7 月 18 日、堺留学生会館にて大阪府国

際交流財団と共催で、災害時多言語支援センター

設置訓練を実施した。 

○平成 30 年 1 月 20 日、市役所本庁舎前にて「外国

人のための無料相談会・防災講習会・炊き出し体

験会」を実施した。 

○多言語による防災ハンドブック（7 言語）を作成

しており、関係各所に配架している。 

○多言語によるラジオでの防災情報提供を行う協

定をラジオ業者と締結しており、防災情報提供を

行うことができる体制を整えている。 

○地域防災計画の見直しに伴い、災害時多言語支援

センター設置を明記した。 

 

▶災害時多言語支援センター設置訓練の実施 

1 回／年【完了】 



 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

③福祉サービス事業所の事業継続計画（BCP）に基づ

く防災体制整備【健康福祉局、危機管理室】 

福祉サービス事業者において、災害が発生した場合

でも被害を最小限にとどめ、災害時における利用者

の支援と並行して、できるだけ早くサービス提供を

再開するため、事業継続計画（BCP）に基づく防災体

制整備を促進します。 

 

 ○福祉サービス事業所への実地指導等を通じて、非

常災害対策計画の策定、避難マニュアルの策定等

を指導した。 

○福祉サービス事業所においては、未だ、非常災害

対策計画の策定、避難マニュアルの策定等に、十

分に取り組めていないところが見受けられるこ

とから、引き続き、事業継続計画（BCP）の必要

性を周知するとともに、防災体制の整備を促して

いく。 

 

▶水防法に基づく避難計画策定要配慮者施設  

0 社（H27）⇒26 社（H29）⇒237 社（H32） 



【事前に備えるべき目標】 

 ７ 安心・安全な避難生活を確保する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

７－４ 食料・飲料水等の生命に関わる物資供給の長期停止 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

2-2-11 食糧・飲料水・生活必需品の備蓄【危機管理

室、区役所、上下水道局】 

食糧・飲料水・生活必需品について、食糧については

堺市地震災害想定の避難所生活者数の 3 食分を目安

に、区役所備蓄倉庫、指定避難所等への分散備蓄を進

めます。また、備蓄する品目についても要配慮者や女

性等に配慮した品目を備蓄します。 

 ○上町断層帯地震での想定避難所生活者 139,000 人

の 3 食分の食糧の備蓄を目標とし、区役所備蓄倉

庫や指定避難所等へ分散備蓄を進めており、平成

29 年度末は 98%完了した。 

 

▶食糧・飲料水の指定避難所分散備蓄率  

81%（H27）⇒98%（H29）⇒100%（H30） 

   

2-2-12 食糧・飲料水等の家庭備蓄の重要性の広報【危

機管理室、上下水道局】 

食糧や飲料水等の家庭等での 1 週間分備蓄の重要性

を市広報紙等を通じて市民に広報し家庭、事業所等

における備蓄を促進します。 

 

 

 ○広報さかい 9 月号において、家庭備蓄及びローリ

ングストックについての記事を掲載し、市民に備

蓄の重要性を周知した。 

○食糧や飲料水等の家庭等での 1 週間備蓄の重要性

について、より分かりやすく親しみやすく PR す

るため、堺市上下水道局のマスコットキャラクタ

ー「すいちゃん」を用いた広報マンガを作成し、

イベントや防災訓練などあらゆる機会で配布し

た。 

 

▶区別防災マップによる周知 H29 年度全戸配布 

   

①食料・生活必需品の供給体制の整備【危機管理室、

財政局、会計室、区役所】 

食料・生活必需品等の確保が困難となった住民に対

して円滑かつ確実に物資を供給するため、大阪府と

の連携強化や物資配送拠点の確保、物資の調達、集

積、配送方法、庁内連携等の供給体制の見直し、改善

を進めます。 

 ○研修や訓練に参加し、関係機関や団体と連携を強

化することで、堺市災害時物資供給マニュアルの

見直し等に反映するよう検討している。 

 

 



 

 

 

 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

2-2-9 送水管、配水幹線管へのあんしん給水栓の維持 

管理等【上下水道局】 

災害時に管路が被害を受け給水機能が停止したとき

に、その復旧までの間比較的被害を受けにくい大口

径管路を利用して、市民に生活用・医療用の緊急用水

を供給する施設である、あんしん給水栓について、維

持管理を継続的に行います。また、災害時に応急給水

活動を円滑に実施するために、給水拠点を整備しま

す。 

 ○堺市内のあんしん給水栓 46 基（堺市設置 12 基、

大阪広域水道企業団設置 34 基）の点検を計画的

に実施している。点検内容は設備の環境調査のほ

か、給水口から出る水の残留塩素濃度の確認等を

行っている。 

 平成 29 年度は 44 基（堺市設置 12 基、大阪広域

水道企業団設置 32 基）の点検を実施した。 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ８ 経済活動を機能不全に陥らせない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

８－１ コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

4-2-2 危険物災害予防対策の推進【消防局】 

危険物施設を保有する事業所への立入りや講習会、

研修会等の機会を捉え、関係者に対し保安教育を行

い、自衛消防組織の充実強化を図り、各種訓練の実施

を促進するとともに、消防関係法令の技術基準や規

制の遵守を指導します。 

 

 

 

 ○危険物施設の許認可申請時において、消防関係法

令の遵守について指導した。また、危険物施設に

対して年 1 回以上の定期査察を行い、危険物施設

及び石油コンビナート等災害防止法に基づく防

災資機材等の適切な維持管理と保安管理につい

て指導するとともに、管内外の事故の教訓に基づ

き、安全対策指導を実施。 

 そのほか、管内コンビナート地域事業所及び内陸

事業所に対して、危険物事故事例共有研修会を開

催し、事業所における自主保安体制の整備促進及

び官民一体となった事故防止対策の推進を図っ

た。 

   

4-2-3 工場や事業所の自主保安や防災体制の充実【産 

業振興局、消防局】 

コンビナート災害等を防止するため、危険物や高圧

ガス等の危険要因を有する工場や事業所の自主保安

や防災体制の充実を促進します。 

 

 

 

 ○石油コンビナート等災害防止法に規定される特

定事業所等に対して立入検査を行うとともに、施

設の耐震性強化など地震対策の推進を促した。 

 また、関係機関及び事業所と連携しながら、大阪

府石油コンビナート等防災計画に示されている

防災・減災対策を推進している。そのほか、管内

コンビナート地域事業所及び内陸事業所に対し

て、危険物事故事例共有研修会を開催し、事業所

における自主保安体制の整備促進及び官民一体

となった事故防止対策の推進を図った。 

   

1-2-7 多くの人が利用する建築物等の耐震化の促進

【建築都市局】 

救急告示病院や地域の防災活動拠点施設、緊急交通

路沿道建築物、幼稚園等の避難困難者利用建築物、危

険物取扱建築物等の多くの人が利用する建築物等に

ついて、負担軽減策の継続や関係する部署との連携、

個別的働きかけ等により耐震化を促進します。また、

津波避難路沿道等の建築物への耐震化促進施策を検

討します。 

 ○耐震改修を行う所有者に費用の一部を補助する

ことにより、耐震改修工事を促進した。 

 

▶多数の人が利用する建築物等の耐震化率  

89.9%（H27）⇒95%（H32） 

※次回実績値算出時期は H32 



【事前に備えるべき目標】 

 ８ 経済活動を機能不全に陥らせない 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

８－２ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①堺商工会議所や農林漁業関係団体等との協力体制

の確立【産業振興局】 

堺商工会議所や農林漁業関係団体との平常時からの

協力体制の確立に努め、災害時には、災害により被害

を受けた中小企業や農林漁業者の再建を促進するた

め、災害融資制度の周知や融資相談窓口の開設及び、

事業費の融資が迅速かつ円滑に実施できる体制を整

備します。 

 ○平常時より、堺商工会議所や農林漁業関係団体

と、不測の要因により甚大な被害を受けた場合の

協力体制の確立に努める。また、そういった被害

の際は商工業者を対象に、迅速に融資を実行でき

るよう「堺市中小企業緊急特別資金融資」を制度

化しており、各取扱い金融機関とも契約してい

る。 

 

   

2-1-1 緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業の推進 

【建設局】 

緊急交通路等に関係する重要橋りょう 150 橋につい

て、耐震化を推進します。 

 ○平成 29 年度までに重要橋りょう 150 橋のうち

127 橋の耐震化が完了し、耐震化率は 85%となっ

た。 

 

▶150 橋耐震化率 

71%（H27）⇒85%（H29）⇒100%（H32） 

   

2-1-2 緊急交通路のマンホール浮上防止対策等の実

施【上下水道局】 

地盤の液状化に伴うマンホールの浮き上がりや管渠

の損傷に伴う道路陥没による交通障害を防ぐため、

マンホールの浮上防止対策や管渠の耐震補強を実施

します。 

 ○地盤の液状化に伴うマンホールの浮き上がりや

管渠の損傷に伴う道路陥没による交通障害を防

ぐため、マンホールの浮上防止対策や管渠の耐震

補強を実施している。 

 

   

2-1-3 都市計画道路の整備【建設局、建築都市局】 

都市計画道路は、人や物資を円滑に移動させる交通

機能、避難・救援等に資する都市防災機能等の空間機

能、都市構造の形成や、街区を形成する市街地形成機

能等を有しています。これらの機能を有効に発揮す

るため、ミッシングリンクを解消し、道路ネットワー

クの形成を推進します。また、災害時における、迅速

な救助や救援活動を実施するための緊急交通路とし

ての機能や、地震による火災が発生した場合に延焼

の拡大を抑制する延焼遮断帯としての機能を確保す

るため、都市計画道路の整備を推進します。 

 ○都市計画道路は、堺市域内で 90 路線、約 271 ㎞

が都市計画決定されている。そのうち約 72.4%に

あたる約 196 ㎞を既に整備した。 

○阪神高速道路大和川線事業については、平成 31

年度末の全線供用開始を目指し、本市事業区間で

ある約 1.6 ㎞の工事を進めている。 

 

 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－１ 応急住宅対策の遅れによる避難所生活の長期化 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①被災建築物・宅地危険度判定士の養成・登録【建築

都市局】 

大阪府が主催する危険度判定講習会の受講を広く呼

び掛け、被災建築物・宅地危険度判定士の養成、登録

を推進します。また、本市職員に判定コーディネータ

ー等判定士を束ねる資格取得を推進し、実施訓練を

行います。 

 ○平成 30 年 3 月現在、被災建築物応急危険度判定

士資格者は 120 名、判定コーディネーター資格者

は 34 名、被災宅地危険度判定士資格者は 48 名と

なっている。平成 29 年度中に人数の増加はなか

ったが、今後も養成・登録を推進していく。 

 

   

③応急仮設住宅の建設候補地の選定【建築都市局】 

堺市が管理する一定規模以上の公園や運動場等で大

きな造成を行うことなく仮設住宅の建設が可能な土

地を選定し、当該土地に建設可能な戸数をあらかじ

め推計することにより、災害時の応急仮設住宅建設

計画の迅速な策定を行います。 

 ○平成 29 年度以前に仮設住宅の建設が可能な候補

地を選定し、建設可能な戸数を推計した。今後は、

随時選定候補地について、状況把握に努める。 

 

 

   

④住宅の確保と供給【建築都市局】 

倒壊や焼失等により、住宅を失った市民に対して、公

営住宅、民間の住宅、住宅供給公社・都市再生機構住

宅等の空き家を活用した住宅の供給が実施できるよ

うに、あらかじめ民間業者や、住宅供給公社・都市再

生機構等との協力体制を確立します。 

 ○災害時における民間賃貸住宅の媒介等に関する

協定等に基づき、民間業者や住宅供給公社・都市

再生機構等と空き家を活用した住宅の供給に関

する協力体制の確立に向けて検討を進めた。 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－２ 生活再建支援の停滞による市民生活の復旧・復興の遅延 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①復興本部の設置や復興計画の策定等に係る体制や

手順の確立【危機管理室】 

被災者の生活再建支援や安全性に配慮した地域振興

等のための復興・再建を速やかに行うため、復興本部

の設置や復興の基本方針、復興計画の策定に係る体

制や手順の確立を進めます。 

 ○毎年 5 月に開催される「復旧・復興業務に係る説

明会（内閣府主催）」に職員を派遣し、復旧・復興

の基本的な考え方に対する理解を深めるととも

に、発災時に適用される被災者支援策や国からの

財政支援策の利用手順について整理を進めた。 

 

   

②迅速かつ円滑な都市復興に向けた事前準備（都市

復興行動マニュアルの検討）【建築都市局】 

大規模地震による被害が発生した場合には、二次的

な被害の発生を抑えるとともに、応急復旧・復興を迅

速かつ円滑に進めるため、都市復興に向けた事前準

備の取組を進めます。 

 ○平成 28 年 3 月に都市復興行動マニュアルを作成

し、随時更新を行っている。 

 

 

   

④相談窓口等の体制整備【市長公室、区役所】 

迅速に市民の生活再建が図られるように、生活相談

や各種問い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応

できるよう、弁護士、行政書士等の専門家による相談

など、相談窓口の体制を整備します。 

 ○区災害対応マニュアルにおいて、区災害対策本部

内に設ける救護班が生活相談窓口を設置運営す

ることを規定している区では、生活相談や各種問

い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応でき

るよう、相談窓口の体制を整備している。 

   

9-1-2 り災証明書発行のための被害状況把握と調査

体制の迅速な整備【財政局】 

災害対策本部や区災害対策本部等が収集する被害情

報を取得し被害状況を把握するとともに、内閣府（防

災担当）が示す「災害に係る住家の被害認定基準」等

を基に大阪府等が行うり災証明を発行するための研

修に積極的に参加し、災害調査において核となる人

材育成を行います。 

 ○大阪府が実施した「住家被害認定業務研修会（平

成 29 年 12 月 12 日開催）」に職員を 3 名派遣し、

被害認定業務についての理解を深め、知識の向上

を図った。 

 

 



【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－３ 長期間にわたり学校等が再開されない事態 

  

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

1-2-7 多くの人が利用する建築物等の耐震化の促進 

【建築都市局】 

救急告示病院や地域の防災活動拠点施設、緊急交通

路沿道建築物、幼稚園等の避難困難者利用建築物、危

険物取扱建築物等の多くの人が利用する建築物等に

ついて、負担軽減策の継続や関係する部署との連携、

個別的働きかけ等により耐震化を促進します。また、

津波避難路沿道等の建築物への耐震化促進施策を検

討します。 

 ○耐震改修を行う所有者に費用の一部を補助する

ことにより、耐震改修工事を促進した。 

 

▶多数の人が利用する建築物等の耐震化率 

89.9%（H27）⇒95%（H32） 

※次回実績値算出時期は H32 

 

 

   

3-1-4 良好な生活環境を確保した避難所運営体制等 

の構築【危機管理室、区役所、健康福祉局】 

指定避難所を情報・物資・健康・医療等の地域の支援

拠点と位置付け、自助・共助・公助の役割に応じて女

性や要配慮者等に配慮した避難所の運営体制や環境

整備、在宅避難者・車中泊者等の把握、保健師等の派

遣、福祉サービスの提供など、被災者の心身の健康を

守り、良好な生活環境を確保した避難所運営体制を

構築します。 

 

 

 ○健康福祉局の主な取組 

 避難行動要支援者訪問調査結果をもとに、要配慮

者の特性の把握に努めた。その特性を分析し、標

準化を図ることで、避難所での要配慮者支援に活

かす準備を進めている。 

○区役所の主な取組 

【美原区役所】 

「地域による避難所運営検討支援事業」として、

校区単位で指定避難所の運営や防災上の課題な

どに関するワークショップや訓練を行い、校区独

自の避難所運営マニュアル等の作成、見直しを支

援している。 



【事前に備えるべき目標】 

 ９ 地域社会・経済を迅速に再建・回復する 

   〔起きてはならない最悪の事態〕 

９－４ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

 

主な取組内容  平成 30 年 3 月末時点の進捗状況（取組内容） 

①災害廃棄物処理体制の構築【環境局】 

災害廃棄物発生量（推計）や仮置場の設置、関係者と

の連携方法等を定めた災害廃棄物処理計画を策定し

ます。 

 ○平成 29 年 3 月に堺市災害廃棄物処理計画を策定

した。 

 

   

②災害廃棄物の仮置場の確保【環境局、危機管理室】 

災害廃棄物の仮置場について、公有地のオープンス

ペースを中心に候補地の選定及び確保を推進しま

す。 

 ○堺市災害廃棄物処理計画の策定と併せて、公有地

のオープンスペースを中心に仮置場候補地をリ

ストアップ 

 

   

5-2-4 災害がれきの広域的な相互支援体制確立【環境

局】 

災害により大量に発生した災害がれきを円滑に処理

するため、府や近隣自治体と連携して、広域的な相互

支援体制を構築します。 

 ○以下のとおり協定を締結している。 

・堺・泉州ブロックの自治体等でごみ処理に係る相

互支援協定を締結（H25.3） 

・堺リサイクル事業協同組合と災害廃棄物のリサイ

クル処理に係る支援協定を締結（H28.4） 

   

2-3-7 ごみ・し尿の広域的な相互支援体制確立【環境

局】 

災害時のごみ・し尿の収集処理体制を事業者等と連

携して整備するとともに、広域的な相互支援体制を

確立します。 

 

 

 ○以下のとおり協定を締結している。 

・堺市委託環境事業協同組合と災害時のごみ収集に

係る支援協定を締結（H22.4） 

・堺一般廃棄物処理事業協同組合と災害時のごみ収

集に係る支援協定を締結（H24.9） 

・堺・泉州ブロックの自治体等でごみ処理に係る相

互支援協定を締結（H25.3） 

・堺市環境事業協同組合と災害時のし尿収集に係る

支援協定を締結（H28.3） 


